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   第 ２ 回  熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成27年７月１日(水曜日) 

            午前10時０分開議 

            午後０時８分休憩 

            午後１時10分開議 

            午後２時40分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成27年度主要事業及び新規事業説明 

 議案第１号 平成27年度熊本県一般会計補

正予算（第２号） 

 議案第７号 熊本県工場等設置奨励条例及

び熊本県税特別措置条例の一部を改正

する条例の制定についてのうち 

 議案第12号 熊本県鳥獣の保護及び管理並

びに狩猟の適正化に関する法律等に基

づく標識の寸法を定める条例の一部を

改正する条例の制定について 

 議案第13号 熊本県消費者行政活性化基金

条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 報告第１号 平成26年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第４号 平成26年度熊本県電気事業会

計建設改良費繰越額の使用に関する計

画の報告について 

 報告第５号 平成26年度熊本県電気事業会

計事故繰越額の使用に関する計画の報

告について 

 請第１号 「多重債務者生活再生支援事

業」の継続を求める請願 

 請第３号 「青尐年健全育成基本法」制定

について国への意見書提出を求める請

願 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

 報告事項 

  ①水俣病対策の状況について 

  ②「水俣湾環境対策基本方針」に基づく

水俣湾の環境調査結果及び水俣湾埋立

地の点検・調査結果（平成26年度）に

ついて 

  ③ダイオキシン類対策特別措置法に基づ

く調査測定等（平成26年度）の結果に

ついて 

  ④熊本県中小企業振興基本条例に基づく

取組みについて 

  ⑤平成27年度緊急雇用創出基金事業の取

組みについて 

  ⑥インドネシアでの知事トップセールス

について 

  ⑦荒瀬ダム撤去について 

  ⑧労使紛争申立状況について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 氷 室 雄一郎 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 坂 田 孝 志 

        委  員 松 村 秀 逸 

        委  員 中 村 亮 彦 

欠席委員（なし） 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

          部長 田 代 裕 信 

       政策審議監 宮 尾 千加子 

        環境局長 坂 本 孝 広 

      県民生活局長 中 園 三千代 

      環境政策課長 家 入   淳 

      首席審議員兼 

     水俣病保健課長 田 中 義 人 

      首席審議員兼 
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     水俣病審査課長 藤 本   聡 

   水俣病審査課政策監 山 口 喜久雄 

    環境立県推進課長 佐 藤 美智子 

      環境保全課長 川 越 吉 廣 

      自然保護課長 川 上 信 久 

      首席審議員兼 

     廃棄物対策課長 岡 田   浩 

  くらしの安全推進課長 開 田 哲 生 

      消費生活課長 前 野   弘 

 男女参画・協働推進課長 大 谷 祐 次 

    人権同和政策課長 中 富 恭 男 

 商工観光労働部 

          部長 髙 口 義 幸 

      総括審議員兼 

政策審議監兼商工政策課長 奥 薗 惣 幸 

      商工労働局長 伊 藤 英 典 

     新産業振興局長 渡 辺 純 一 

    観光交流経済局長 小 原 雅 晶 

    商工振興金融課長 原 山 明 博 

      労働雇用課長 松 岡 正 之 

    産業人材育成課長 石 貫 秀 一 

      産業支援課長 古 森 美津代 

   エネルギー政策課長 村 井 浩 一 

      企業立地課長 寺 野 愼 吾 

      首席審議員兼 

        観光課長 満 原 裕 治 

        国際課長 磯 田   淳 

くまもとブランド推進課長 成 尾 雅 貴 

 企業局 

          局長 五 嶋 道 也 

   次長兼総務経営課長 福 島   裕 

        工務課長 武 田 裕 之 

 労働委員会事務局 

          局長 白 濵 良 一 

      審査調整課長 平 井   貴 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 黒 岩 雅 樹 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

――――――――――――――― 

  午前９時59分 

○田代国広委員長 おはようございます。開

会に当たりまして、最初の審議でございます

ので、一言御挨拶をさせていただきます。 

 今後１年間、氷室副委員長とともに、誠心

誠意円滑な委員会運営に努めてまいりたいと

思っておりますので、委員各位におかれまし

ては、御指導、御鞭撻をいただきますよう、

心からお願い申し上げます。 

 また、環境生活部長、商工観光労働部長、

企業局長、労働委員会事務局長を初めとする

執行部の皆様方におかれましても、御協力の

ほどよろしくお願い申し上げます。 

 簡単ではございますが、一言御挨拶とさせ

ていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、氷室副委員長から御挨拶をお願

いします。 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○氷室雄一郎副委員長 おはようございま

す。１年間田代委員長を補佐し、円滑な委員

会運営に努めてまいりますので、どうぞよろ

しくお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 ただいまから、第２回経

済環境常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に２名の傍聴の申し出

がありますので、これを認めることといたし

ました。 

 本日は、執行部を交えての初めての委員会

でありますので、幹部職員の自己紹介をお願

いしたいと思います。 

 なお、自己紹介は、課長以上について自席

からお願いします。 

 また、審議員及び課長補佐については、お

手元にお配りしております説明資料中の役付

職員名簿により、紹介にかえたいと思いま

す。 

 それでは、田代環境生活部長から順にお願
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いします。 

  (田代環境生活部長、宮尾政策審議監～

平井審査調整課長の順に自己紹介) 

○田代国広委員長 １年間、このメンバーで

審議を行いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、今回付託された請第１号並びに請第

３号について、提出者から趣旨説明の申し出

があっておりますので、これを許可したいと

思います。 

 まず、請第１号についての説明者を入室さ

せてください。 

  (請第１号の説明者入室) 

○田代国広委員長 説明者の方へ申し上げま

す。各委員には、請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いします。 

 それでは、御説明をお願いします。 

  (請第１号の説明者の趣旨説明) 

○田代国広委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  (請第１号の説明者退室) 

○田代国広委員長 次に、請第３号について

の説明者を入室させてください。 

  (請第３号の説明者入室) 

○田代国広委員長 説明者の方へ申し上げま

す。各委員には、請願書の写しを配付してお

りますので、説明は簡潔にお願いします。 

 それでは、御説明をお願いします。 

  (請第３号の説明者の趣旨説明) 

○田代国広委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  (請第３号の説明者退室) 

○田代国広委員長 それでは、平成27年度主

要事業及び新規事業説明に入りますが、議事

次第のとおり、環境生活部と商工観光労働

部、企業局、労働委員会事務局の説明を分け

て行います。 

 また、執行部の説明は、着座のまま簡潔に

行ってください。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を、

続いて担当課長から、資料に従い、順次説明

をお願いします。 

 初めに、田代環境生活部長。 

 

○田代環境生活部長 説明に先立ちまして、

昨日からの大雤への県の対応状況について、

執行部を代表しまして、報告をさせていただ

きます。 

 現在、県内全域で大雤洪水警報が発表され

ておりまして、一部市町村におきましては、

土砂災害警戒情報も発表されております。 

 県におきましては、本日４時20分に災害警

戒本部を設置しまして、被害情報の収集等に

努めているところでございます。 

 今後、新たな情報がございましたら、必要

に応じ、当委員会にも報告させていただきま

す。 

 それでは、環境生活部の概要について御説

明申し上げます。 

 平成27年度組織機構図及び役付職員名簿の

１ページをお開きください。 

 初めに、組織機構でございます。 

 当部は、政策審議監、環境局長、県民生活

局長のもと、本庁11課、出先機関２機関とい

う構成で、職員数は合わせて192名でござい

ます。 

 ２ページ目以降は、当部の役付職員の名簿

及び事務分掌となっております。 

 別冊の平成27年度主要事業及び新規事業の

１ページでございます。 

 平成27年度当初予算でございますけれど

も、一般会計は、合計で180億9,600万円余と

なっております。 

 主な施策等について御説明いたします。 

 まず、水銀フリー社会の実現につきまして

は、本年度、県民や市町村、事業者に対しま

す周知啓発や水銀含有廃棄物の回収システム

の構築などを率先して進めてまいります。 
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 水俣病対策につきましては、公害健康被害

の補償等に関する法律、いわゆる公健法に基

づきます患者認定業務につきまして、国の不

服審査会の裁決内容と国の臨時水俣病認定審

査会の審査結果を見きわめ、いつでも県の認

定審査を再開できるよう、必要な準備を行っ

ております。また、高齢化が進む胎児性・小

児性患者の方々等に対する福祉サービスの充

実に努めてまいります。 

 環境局関係では、県議会の議決対象案件と

なります５年間の熊本県環境基本計画を改定

することとしております。 

 また、環境教育の推進につきましては、本

年中の開業を目指しております南関町におけ

る産業廃棄物管理型最終処分場、エコアくま

もとを県北の環境教育の拠点としまして、県

全体の拠点でございます水俣の環境センター

とともに環境教育の充実を図ります。 

 地球温暖化対策につきましては、環境に配

慮した生活や事業活動を行います「くまもと

らしいエコライフ」が県民運動として広がる

よう、県内各地での普及啓発等を進めます。 

 有明海、八代海の再生につきましては、国

の取り組みを促進しながら、関係県、関係部

局との連携や再生推進フォーラムの開催など

を進めます。 

 地下水保全対策につきましては、水の国く

まもとづくりとして、くまもと地下水財団等

との協働によります対策、あるいは熊本の水

の魅力を県内外に発信する取り組みを進めて

まいります。 

 また、地下水硝酸性窒素対策につきまして

は、水質調査を拡充し、熊本県地下水と土を

育む農業推進に関する計画に掲げられました

取り組みの効果を把握、検証することで、地

下水汚染の防止を図ってまいります。 

 野生鳥獣の保護管理対策につきましては、

第11次の事業計画に基づき有害鳥獣の適正な

管理を行うとともに、イノシシ、鹿などによ

る農林業被害の軽減を図るため、捕獲に係る

市町村への補助等を引き続き実施してまいり

ます。 

 また、自然公園施設の整備につきまして

は、外国人を含めた観光客の増加にも対応

し、歩道等の安全対策、公衆トイレの洋式

化、案内板の多言語表示などを進めてまいり

ます。 

 廃棄物対策につきましては、リサイクル製

品の認証制度を構築するとともに、平成24年

７月の九州北部豪雤のような大規模災害への

対応も含めました廃棄物処理計画の策定に取

り組んでまいります。 

 県民生活局関係では、安全安心なまちづく

りにつきましては、地域防犯リーダーの育成

とともに、自治会等が行う防犯カメラ設置へ

の支援などに引き続き取り組んでまいりま

す。 

 また、交通安全対策につきましては、こと

し４月に施行しました自転車の安全で適正な

利用に関する条例の周知啓発に努めてまいり

ます。 

 さらに、グローバルな人材を育成するた

め、昨年度に続きまして、県内の小中学生な

どを台湾・高雄市に派遣して交流を行いま

す。 

 消費者行政につきましては、問題案件の増

加に対応しまして、市町村や警察署などと連

携し、それぞれの地域において、消費者被害

の防止、早期救済が図られますよう支援する

とともに、消費者教育を進めてまいります。 

 また、多重債務対策につきましても、債権

整理から生活再建までの一貫した支援に引き

続き取り組んでまいります。 

 男女共同参画の推進につきましては、第４

次男女共同参画計画の策定に取り組むととも

に、経済・労働分野における女性の活躍推進

に向けた取り組みを、本県における男女共同

参画のリーディングプロジェクトとして位置

づけ、経済界などと連携して推進してまいり

ます。 
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 人権教育・啓発の推進につきましては、新

たに、精神的暴力であるモラルハラスメント

に対する県民の認知度や関心を高め、その根

絶を目指すための広報啓発に取り組んでまい

ります。 

 次に、熊本県のチッソ株式会社に対する貸

付けに係る県債償還等特別会計予算でござい

ますが、チッソ県債に係る元利償還金等の年

間所要額を計上しておりまして、94億3,500

万円余となっております。 

 以上が平成27年度の主な施策等の内容でご

ざいます。 

 環境生活部の予算総額は、一般会計、特別

会計合わせまして、275億3,200万円余となっ

ております。 

 次に、環境生活部関係の議案の概要でござ

います。 

 今回御提案申し上げております議案は、予

算関係１議案、条例関係２議案、報告１議案

でございます。 

 もう一つ別冊の経済環境常任委員会説明資

料の１ページでございます。 

 まず、平成27年度６月補正予算でございま

すけれども、総額1,300万円余の増額補正を

お願いしております。 

 これは、国からの交付金を受けました消費

者行政推進費を増額するものでございます。 

 条例等議案では、鳥獣の保護、管理等に関

します条例の一部改正、それと消費者行政活

性化基金条例の一部改正条例の制定を提案し

ております。 

 また、報告議案、平成26年度熊本県一般会

計繰越明許費繰越計算書としまして、公共関

与推進事業費など10事業の平成26年度から平

成27年度への繰り越しを上げております。 

 このほか、報告事項としまして、３件御報

告させていただきます。 

 以上が概要でございます。内容につきまし

ては、関係課長が御説明申し上げますので、

御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いします。 

 

○家入環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 平成27年度主要事業及び新規事業の資料の

２ページをお願いいたします。 

 水俣病問題の解決に向けた対策の推進、チ

ッソ金融支援についてでございます。 

 説明欄の１に経緯を記載しておりますが、

汚染原因者負担の原則を堅持しつつ、水俣病

患者に対する補償金の支払いに支障がないよ

うにするため、昭和53年以降、患者県債、設

備県債、一時金県債等の県債を発行し、チッ

ソに貸し付ける形での金融支援が行われてき

ました。 

 しかし、チッソの借入金が膨れ、経営的に

も厳しくなったため、平成９年度以降、中長

期的な観点からの検討が行われ、平成12年２

月に、現在の形である抜本的支援策が閣議了

解されました。 

 説明欄の２に、その抜本的支援策の概要を

記載しております。 

 ポイントといたしましては、それまでの患

者県債方式を廃止し、(1)にありますが、チ

ッソの経常利益から患者補償金を優先的に支

払った後、可能な範囲で県への貸付金返済を

行うよう、所要の支払い猶予等を行う、ま

た、(2)にありますが、県が県債償還に支障

を来さないよう、支払い猶予等相当額を国庫

補助金と特別な県債で手当てする、そして、

この特別な県債につきましては、その元利償

還金を100％地方交付税で措置するというも

のです。 

 なお、チッソ金融支援に関し、万一不測の

事態が発生した場合には、閣議了解に基づ

き、国において万全の措置を講ずる、すなわ

ち県には財政負担はかけないこととされてお

ります。特別会計の予算額は、94億3,588万
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6,000円です。 

 ３ページをお願いいたします。 

 チッソへの貸し付けについては、特別会計

を設けて資金管理を行っております。平成27

年度の予算措置額は、予算額欄の一番下にご

ざいますが、歳出合計欄のとおり94億3,588

万6,000円です。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 平成26年度末のチッソ関連の県債の償還状

況ですが、一番右の合計欄の一番下にありま

すとおり、償還予定額は、元利合わせて555

億円余です。 

 ５ページをお願いいたします。 

 平成26年度末のチッソに対する貸し付けの

状況です。 

 一番右の合計欄の一番下にありますとお

り、償還予定額は、平成22年の一時金支払い

貸し付けの償還期間の延長に伴います利子の

増加分等も含め、元利合わせて2,284億円余

となっております。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 水銀フリー社会の実現に向けた取り組みの

推進についてでございます。 

 これは、平成25年10月に、本県で開催され

た水銀に関する水俣条約外交会議において水

俣条約が採択されたことを受け、水俣条約の

早期発効及び水銀フリー社会の実現に向けて

先導的に取り組むものでございます。 

 環境生活部においては、水俣病保健課及び

廃棄物対策課においても関連の事業を計上し

ております。 

 環境政策課では、主に２つの事業に取り組

み、予算額は1,367万円余を計上しておりま

す。 

 １つ目は、水銀フリーに関する情報発信及

び水銀の買取・保管です。 

 代替製品や適正な廃棄方法等に関する情報

の発信及び県の率先行動としまして、今年度

県内で回収する量に相当する水銀を県で買い

取り、保管を行うものです。 

 ２つ目は、連携大学院における水銀専門家

の育成支援です。 

 これは、県立大学と国立水俣病総合研究セ

ンター、国水研と申しますが、の連携大学院

におきまして、水銀研究を行う留学生に対

し、奨学金を給付するというものです。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き、同じ資料の７ページのほうをお

願い申し上げます。 

 まず、水俣病保健課の事業は、全て継続事

業でございます。 

 １の医療対策の推進といたしまして、被害

者の方々の健康上の問題の軽減を図るため、

水俣病被害者手帳などを交付いたしまして、

医療費の自己負担分等を給付いたしておりま

す。 

 次に、２の水俣病関連情報の発信及び福祉

の充実でございます。 

 まず、１の水俣病関連情報発信事業は、県

が行うものでございまして、水俣病に関しま

すパネル展の海外での実施など、国内外で情

報発信を行うものでございます。 

 ２の情報発信支援事業は、地元水俣市など

が行う事業に対しまして補助を行うものでご

ざいます。 

 ３の胎児性患者の地域生活支援事業は、通

院の付き添いなど、患者の方々の日々の暮ら

しを支える事業への補助でございます。 

 ４の環境・福祉モデル地域づくり推進事業

は、津奈木町が行います交流センターの整備

などに対して補助を行うものでございます。 

 保健課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○藤本水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 ８ページをお願いいたします。 

 水俣病審査課では、資料の説明欄にありま
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すように、公害健康被害の補償等に関する法

律、いわゆる公健法に基づく水俣病の認定業

務を行っております。米印にありますよう

に、５月末現在の認定申請件数は1,082件と

なっております。このうち、国の臨時水俣病

認定審査会での審査を求めている方は31件と

なっております。 

 次に、１の水俣病認定業務の推進について

ですが、公健法に基づく認定申請をされてい

る方に対して、(1)に記載のとおり、審査の

前提となる疫学調査や検診を行い、その後、

(2)のとおり、認定審査会による審査を経

て、知事による処分、すなわち水俣病の認

定、または棄却の処分を行うという流れにな

ります。 

 次に、２の水俣病認定申請者治療研究事業

ですが、これは、水俣市、芦北町などの指定

地域に５年以上の居住歴があるなどの一定の

要件を満たした方に、知事の処分があるまで

の間、医療費等を支給する事業を行っており

ます。対象者は、６月１日現在で248人とな

っております。 

 次に、３の水俣病診療拠点設置・ネットワ

ーク構築事業ですが、これは、地域に最新の

医療を提供できるようにするため、熊本大学

と水俣・芦北地域等の基幹病院をネットワー

クで結び、基幹病院での診療カルテや画像を

熊本大学でも見ることができるようにし、よ

り専門的な指導、助言などを行うことができ

るようにするという事業であります。 

 ９ページをお願いいたします。 

 訴訟対応として、公健法に基づく知事の処

分に対して、不服がある場合の申し立てや訴

訟についての対応を行っております。 

 現在、水俣病関係の訴訟が８件、知事への

異議申し立てが７件、国への審査請求が12件

となっております。 

 なお、水俣病の対策の状況につきまして

は、後ほど報告事項のところで御説明させて

いただきます。 

 審査課は以上でございます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の10ページをお願いします。 

 まず、１の環境施策の総合的推進でござい

ますが、現行計画の期間が、平成23年度から

今年度までとなっておりますので、本年度

は、来年度以降の第５次環境基本計画を策定

することとしております。 

 次に、２の地球温暖化対策の推進でござい

ます。 

 １のくまもとらしいエコライフ普及促進事

業は、熊本らしいライフスタイルの普及、定

着を図るため、くまもとらしいエコライフ宣

言のウエブサイト改修や活動推進員の研修、

家庭の省エネアドバイザー派遣を行っており

ます。また、九州７県で広域的に取り組んで

いる九州版炭素マイレージ制度の推進や環境

フェアの開催を予定しております。 

 ２の地球温暖化対策推進事業は、ストップ

温暖化県民総ぐるみ運動推進会議を中心に、

地球温暖化防止活動推進員を通じた地域にお

ける普及促進や条例に基づきます温暖化対策

計画書制度の運用を行ってまいります。 

 ３の市町村等再生可能エネルギー等導入推

進事業は、国の交付金により造成しました19

億円の基金を活用し、市町村等の防災拠点や

避難施設への再生可能エネルギー等の導入に

対する補助を行うものです。 

 資料の11ページをお願いします。 

 ３のバイオマス利活用の推進でございま

す。 

 バイオマスが豊富である本県の特性から、

バイオマス利活用による資源循環型社会の構

築を図るため、研究会開催、アドバイザー派

遣、バイオディーゼル燃料、いわゆるＢＤＦ

分析支援やバイオディーゼル燃料の公用車に

よる率先利用を行っております。また、市町

村等が実施しますバイオマス活用による地域
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環境課題解決の取り組みに対する補助やセミ

ナーの開催を予定しております。 

 次に、４の「水の国くまもとづくり」の推

進でございます。 

 地下水の恵みを将来にわたって県民が享受

できるよう、１の水の国くまもと推進事業で

は、モニターツアーや高校生フォーラムの開

催など、県内外に水の国くまもとの情報を発

信してまいります。その他、阿蘇地域におけ

る地下水保全対策のため、関係市町村と検討

を進めていくこととしております。 

 ２の地下水保全条例円滑施行事業ですが、

条例改正によりまして、平成24年10月から、

地下水採取の許可制を導入しております。こ

とし９月にその経過措置期限を迎えるため、

個別指導などにより申請促進に努めていると

ころでございます。 

 資料の12ページをお願いします。 

 ３の熊本地域地下水保全協働推進事業は、

平成24年に設立されました公益財団法人くま

もと地下水財団に対する負担金等でございま

す。 

 ４の水環境教育推進事業は、幼児から小中

学生まで年代に応じた環境教育を推進するも

のです。 

 次に、５の有明海・八代海の再生でござい

ます。 

 県計画や議会からの提言に基づき、国や関

係県と連携しながら、海域環境の保全、改善

及び漁業の振興を全庁的に推進しておりま

す。 

 当課は、全体の取りまとめの立場として、

引き続き、連携推進事業で、国、関係県との

連携調整に当たるとともに、普及啓発事業に

取り組んでまいります。 

 資料の13ページをお願いします。 

 最後に、６の環境教育・学習の推進でござ

います。 

 １の地域環境教育促進事業は、環境センタ

ーへの環境教育連絡調整専門員の配置や、エ

コアくまもとを中心に県北の環境教育の充実

を図ってまいります。 

 ２の環境センター運営事業は、県の環境学

習の拠点施設として、平成５年８月に開設し

ました環境センターにおいて、県下の全小学

５年生を対象とした水俣に学ぶ肥後っ子推進

事業など、環境教育を推進していく事業でご

ざいます。 

 以上が当課の主な事業でございます。よろ

しくお願いします。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の14ページをお願いいたします。 

 今年度の主要事業の主なものについて御説

明いたします。 

 １の大気質の保全対策の推進でございます

が、大気汚染防止法等に基づくばい煙などの

規制事務を行うとともに、36カ所の大気測定

局と移動測定車を活用して、大気環境の常時

監視を行うものでございます。この監視結果

から、光化学スモッグ注意報等の発令も行っ

ております。県民へのスムーズな情報提供を

図るため、本年度も４月13日に情報伝達訓練

を実施したところでございます。 

 また、本年３月には、熊本市が観測局を増

設、移設しましたことにより、熊本市を一体

として対応するために発令区域の見直しを行

っております。 

 それから、ＰＭ2.5でございますが、一昨

年の３月から運用を開始した注意喚起の情報

は、これまでに10回発信しております。あわ

せて、平成25年度からは、ＰＭ2.5の成分分

析などの調査研究にも取り組んでいるところ

でございます。 

 今後も、引き続きしっかり観測を行うとと

もに、県民へのきめ細やかな情報提供を行っ

てまいります。 

 次に、15ページをお願いいたします。 

 ２のダイオキシン類対策の推進でございま
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す。 

 県内を４つのブロックに分けまして、大

気、公共用水域等の環境調査を実施してお

り、今年度は、八代、水俣、球磨地域におい

て実施予定でございます。 

 なお、平成26年度の結果につきましては、

後ほど御報告させていただきます。 

 16ページをお願いいたします。 

 アスベスト対策の推進についてでございま

す。 

 アスベスト問題につきましては、県民の生

命、健康に係る重大な問題であることから、

当課が、総合窓口といたしまして、相談対応

や石綿救済法に基づく救済給付申請の受け付

けを行っております。 

 ２の調査事業等の実施につきましては、大

気汚染防止法に基づき、建築物の解体やアス

ベスト除去作業の届け出指導を初め、保健所

や土木部と連携しながら、立入指導や濃度調

査を行っております。 

 次に、17ページをお願いいたします。 

 ３の水質保全対策の推進でございます。 

 １の水質環境監視事業でございますが、海

域や河川等の公共用水域や地下水の水質保全

のため、水質汚濁防止法、地下水保全条例等

に基づき、保健所と連携し、事業場の監視、

排出水などの水質分析や必要な指導を行って

いるものでございます。 

 ２の硝酸性窒素対策推進事業、これは昨年

度からの事業でございますが、安全で豊かな

熊本の地下水を将来の世代に引き継ぐため、

地下水質の主な汚染原因である硝酸性窒素対

策として、将来的に汚染が広がるのか、また

は削減されていくのかを調査、推定し、必要

な対策を効果的に実施できるよう検討するも

のでございます。 

 具体的には、硝酸性窒素の地下への浸透メ

カニズムの調査を熊本大学と連携しながら実

施することとしております。 

 また、本年４月からは、地下水と土を育む

農業推進条例が施行されまして、農業の側か

ら土づくりを通して地下水を守ろうという取

り組みを進められております。地下水の調

査、硝酸性窒素削減に向けて、連携、共同し

て取り組んでまいります。 

 環境保全課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○川上自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の20ページをお願いいたします。 

 まず、自然環境の保全についてでございま

す。 

 本県のすぐれた自然環境を次の世代に引き

継ぐため、普及啓発、自然環境の保全対策や

自然ふれあい指導員等による盗掘の防止、自

然観察の指導等により、希尐野生動植物の保

護を進めてまいります。 

 説明欄４をお願いいたします。 

 生物多様性地域戦略策定事業では、県で平

成23年度に作成いたしました生物多様性くま

もと戦略を、改正された国の生物多様性国家

戦略や環境基本計画との整合性を図るため、

策定５年目に当たり改定いたします。 

 21ページをお願いいたします。 

 自然公園の保護・利用についてでございま

すが、自然公園法や県立自然公園条例に基づ

く開発行為等の規制や、ビジターセンターな

ど県有自然公園施設の整備、管理により、自

然公園の保護と利用を促進します。 

 説明欄４をお願いいたします。 

 国立公園における国際化・老朽化等整備交

付金事業では、東京オリンピック開催を見据

えて、平成32年度まで実施される国の交付金

事業を活用いたしまして、国立公園内自然公

園施設のトイレの洋式化、案内板の多言語表

示、老朽施設の撤去等に取り組んでまいりま

す。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 野生鳥獣の保護・管理及び狩猟についてで
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ございますが、鳥獣の保護及び管理並びに狩

猟の適正化に関する法律に基づき、鳥獣保護

区の指定等による野生鳥獣の保護や、農作物

や生活環境に被害を及ぼす有害鳥獣の捕獲等

に努めてまいります。 

 説明欄２のアライグマ防除体制強化事業で

は、本県への本格的な侵入が危惧されており

ます特定外来生物アライグマの早期防除と被

害防止体制の構築を進めます。 

 ５の指定管理鳥獣捕獲等事業は、２月補正

の経済対策分でございますが、県が実施主体

となり、集中的、広域的な個体群管理捕獲に

パイロット事業として取り組み、捕獲圧の強

化に努めてまいります。 

 自然保護課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○岡田廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 資料の24ページをお願いいたします。 

 今年度に取り組みます新規事業について御

説明をいたします。 

 まず、項目１の廃棄物の排出抑制、再使

用、再生利用の推進でございますが、説明欄

２の廃棄物処理計画策定事業は、廃棄物処理

法に基づき策定しております現行の廃棄物処

理計画が最終年度を迎えますことから、次期

５年間の計画策定を行うものでございます。

次期計画には、東日本大震災や熊本広域大水

害の教訓を踏まえまして、広域的な災害を想

定した災害廃棄物の処理に関する事項を新た

に追加する予定でございます。 

 25ページをお願いいたします。 

 ５の熊本県リサイクル製品等認証制度構築

費は、廃棄物を使用して製造するリサイクル

商品の安全性や品質を確保するための認証基

準を策定し、製品の安全性を確保すること

で、認証製品の利用促進を図るための制度を

構築するものでございます。 

 続きまして、項目２の廃棄物の適正処理の

推進でございます。 

 説明欄４のＰＣＢ廃棄物掘り起こし調査事

業は、平成25年度に実施しましたＰＣＢ調査

において回答がなかった県内の事業者3,024

社に対しまして、ＰＣＢ廃棄物の保管、使用

等がないか個別に確認を行い、ＰＣＢ廃棄物

の早期処理を促進するものでございます。 

 ６の水銀廃棄物回収促進事業は、水銀含有

製品を適正かつ効率的に回収、処理できるシ

ステムを構築するとともに、一般廃棄物や事

業所内に使用されずに保有されている水銀含

有製品の処分を促すことにより、水銀フリー

熊本の早期実現を目指すものでございます。 

 ７の最終処分場調整対策事業は、長年の懸

案でございました菊池市の産業廃棄物最終処

分場問題の解決策といたしまして、会社に対

し操業短縮等に係る損失補償を行う菊池市に

対しまして、補償総額の２分の１を支援する

もので、平成27年度から平成30年度までの４

年間にわたりまして、総額約６億円余を支出

するものでございます。 

 続きまして、項目３の公共関与による産業

廃棄物管理型最終処分場の整備推進について

でございます。 

 現在、南関町に建設中の公共関与管理型最

終処分場、エコアくまもとは、本年９月末の

完成の後に本年中の開業を目指しておりま

す。 

 説明欄４のエコアくまもと環境教育推進事

業は、エコアくまもとや環境センター等で活

用する資源循環型社会に関する環境教育プロ

グラム、教材等の作成並びに県北の環境教育

の拠点を目指したエコアくまもとにおいて環

境学習を実施していくものでございます。 

 廃棄物対策課は以上でございます。 

 

○開田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 資料の27ページをお願いいたします。 

 項目１、総合的な交通安全対策の推進で
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は、第９次熊本県交通安全計画に基づきまし

て、交通安全思想の普及啓発、交通事故相談

業務等を推進してまいります。 

 説明欄１から３の事業を行いますほか、４

の自転車安全利用意識啓発事業では、自転車

安全利用促進条例に基づきまして、関係機関

との連携強化を図り、リーフレット等の作成

配布、県民の意識向上のためのフォーラム開

催等を行うこととしております。 

 28ページをお願いいたします。 

 項目２、安全安心まちづくりの推進では、

説明欄１と２の事業におきまして、防犯に関

する広報啓発、自主防犯活動団体の育成、防

犯カメラの設置に対する支援等を行ってまい

ります。 

 また、３の犯罪被害者等支援推進事業で

は、本年６月運用が開始されました性暴力被

害者のためのサポートセンター、ゆあさいど

くまもとの周知等に努めてまいります。 

 29ページをお願いいたします。 

 項目３、食の安全安心の確保では、第３次

熊本県食の安全安心推進計画に基づきまし

て、県民、関係団体等と連携し、啓発や情報

提供等の施策を推進してまいります。 

 30ページをお願いいたします。 

 説明欄２の食品検査体制整備事業では、生

産から流通の各段階におきまして、関係部局

が連携して農薬等の残留検査を行い、その結

果を公表してまいります。 

 ３の食品品質表示指導事業では、巡回指導

や立ち入り等の調査を行い、違反事例には厳

正に対処してまいります。 

 31ページをお願いいたします。 

 項目４、総合的な青尐年施策の推進では、

説明欄１のグローバルジュニアドリーム事業

におきまして、グローバル社会に視野を向け

た子供の育成を目的に、小中学生等30名を台

湾へ派遣し交流を行い、２の尐年保護育成条

例実施事業におきまして、県条例に基づき、

有害環境の調査、携帯電話等へのフィルタリ

ングの普及等を推進してまいります。 

 くらしの安全推進課は以上でございます。 

 

○前野消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料の32ページをお願いいたします。 

 消費者行政の充実強化でございます。 

 １の消費生活相談・啓発事業でございます

が、県の消費生活センターの主な活動でござ

います電話等による相談対応、出前講座等を

実施してまいります。 

 ２の地方消費者行政活性化事業でございま

すが、県内全市町村において整備されており

ます相談窓口の維持、機能充実強化に向けた

支援を進めてまいります。 

 特に、(4)の広域連携、見守りネットワー

ク、庁内連携という３つの視点から、市町村

への支援に重点的に取り組んでいくこととい

たしております。 

 資料の33ページをお願いします。 

 ３の消費者のくらしを守る生活再生支援事

業でございますが、多重債務者問題に対処す

るため、債務整理に向けた家計診断から生活

再生中の資金貸し付けまでの一貫した支援体

制の充実に努めてまいります。 

 次に、４の生涯安心！消費者ライフ推進事

業でございますが、高齢者等の消費者被害の

未然防止や地域における相談体制の充実強化

のため、サポーターを養成します。また、市

のセンターと警察署との連携を進めてまいり

ます。 

 ５の消費者教育推進事業でございますが、

本年２月に策定いたしました消費者教育推進

計画に基づき、指導者用のテキスト作成、研

修などを実施するものでございます。 

 消費生活課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 
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 34ページをお願いいたします。 

 まず、１項目目の協働の推進でございます

けれども、地域の課題やニーズが多様化する

中で、行政やＮＰＯ等のさまざまな主体が役

割分担しながら、課題を解決していく必要が

あり、それらの取り組みを支援する事業で

す。 

 そのため、１の県民との協働推進事業につ

いては、多様な主体による協働の促進を図る

ためのＮＰＯ法人等の支援、指導等を実施し

ております。 

 ２の新規事業の地域の絆強化事業につきま

しては、２月補正の経済対策分を活用した事

業で、ＮＰＯ法人が地域のネットワークの核

となり、みずから地域の課題解決に当たるモ

デル事業等で地域のきずなの強化を図る事業

でございます。 

 ２項目目の男女共同参画の推進につきまし

ては、誰もがその個性や能力を十分発揮でき

る男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画

的に進める事業です。 

 具体的な事業は、34、35ページに記載して

おりますが、１の男女共同参画社会形成促進

事業は、第４次計画の策定を進める事業で

す。 

 35ページの中段の６の地域女性活躍加速化

事業につきましては、産学官が連携して企業

等における女性の活躍促進を図るための支援

事業です。 

 最後のくまもと県民交流館における県民の

活動支援につきましては、県民が主体的にさ

まざまな活動をする拠点施設として35万

4,000人の県民が利用するパレアの運営する

事業でございます。 

 御審議方よろしくお願いいたします。 

 

○中富人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 資料の36ページをお願いいたします。主な

ものを御説明申し上げます。 

 説明欄２番目でございますけれども、広

報・啓発事業では、講演会やイベントの開

催、それからマスメディアを活用した広報啓

発を行います。 

 それから、３番の研修・人材育成事業で

は、地域や事業所等で効果的な研修を実施し

ていただくために指導者育成を行います。 

 飛びまして、５番の人権啓発活動市町村委

託事業でございますが、これは、全額国庫に

よります地方委託事業を活用しまして、市町

村が行う啓発事業を支援してまいります。 

 ６番の地方改善事業費では、国庫補助を受

けまして、市町村が設置します隣保館の運営

や施設改修に対する補助を行います。 

 ７番の人権問題連携調整費では、市町村や

法務局などの行政機関、団体等と連携しまし

て、啓発活動を効果的に行ってまいります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○田代国広委員長 以上で環境生活部の説明

が終了しましたので、質疑を受けたいと思い

ます。質疑される場合は、ページ数を申し述

べてから質疑を行っていただければありがた

いです。質疑ありませんか。 

 

○村上寅美委員 22ページの新しいアライグ

マ防除体制強化事業というのがあるな、新規

に。 

 アライグマ、これは新規ということですけ

れども、イノシシ、鹿、カラス、スズメ、こ

ういうのは愛鳥とは言わぬだろう。これの特

にイノシシに鹿、これが、今金峰山あたりで

も、もう町におりてくるような現状であるわ

けたいね。それなりに防除もやっているらし

いけど、とにかく年に２回子持つらしいもん

な、これたちは。だから、捕っても捕っても

ふえるだけで、もう農業はたまらぬと。 

 これは金峰山だけじゃないと思うよ。これ

は、前の松村県議が一生懸命人吉・球磨を言
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いよったけど、だから全県下にまたがっとる

と思うけど、この辺はどの程度まで整理がで

きてるかね。できてるというか、防除ができ

てるのか、ちょっと聞きたいけどな。 

 

○川上自然保護課長 イノシシ、鹿について

でございますけれども、イノシシ、鹿両方ご

ざいますけれども、国のほうの鳥獣保護法が

改正されまして、国のほうでは、イノシシ、

鹿等につきまして、半分にするという目標を

定めまして、対策に取り組むということでご

ざいます。 

 県といたしましては、関係課が入りまし

て、鳥獣対策、それから鳥獣の管理、イノシ

シ、鹿の管理ということで、対策を打ってお

ります。なかなか効果が見えないというとこ

ろではございますが、鹿の場合、将来的に

7,000頭にするという目標を定めまして、予

算等もお願いしておりまして、市町村の駆

除、それから、本年からは、法改正によりま

して、県においても駆除ができるということ

になりました。これも活用いたしまして、こ

としは、まだパイロット的に数カ所でやると

いうことで、計画等から計画していくように

しておりますけれども、今後は、県の駆除も

含めて対策に取り組んでいきたいというふう

に思っております。 

 

○村上寅美委員 これは、予算は今どれくら

い組んでいるの。 

 

○川上自然保護課長 今、鹿のほうで１万

7,000頭程度とっております。 

 

○村上寅美委員 予算を聞いてる、俺は。 

 

○川上自然保護課 鹿の予算につきまして

は、県の今度の管理事業で1,017万円の当初

予算を組んでおります。 

 

○村上寅美委員 それで、かなりの防除はや

っているらしいんだけど、今言うように年に

２回も産むものだから、もう捕っても捕って

もふえていくような現状なんだよな。 

 だから、これは関連するけど、要するに駆

除する鉄砲の許可たいね。この辺をちょっと

緩和というかふやしてもらって、要するに、

とって１万7,000頭というのは目標だから。

だから、とるのと産むのと比較した場合に、

やっぱり合致するような政策を県としてはと

ってほしいと思うんだけどね。 

 

○川上自然保護課長 狩猟免許についてでご

ざいますけれども、何分こちらのほうも数が

大分減ってきておりまして、それから高齢化

も進んできております。 

 そういうことで、県といたしましては、狩

猟試験、もうそろそろ始まるのでございます

けれども、免許試験、以前の回数よりもふや

しまして６回すると。それから、熊本市だけ

でなく、何カ所かでやるということも含めま

して、機会をふやしてやっていこうというふ

うに考えております。最近は、若い女性の方

も狩猟免許を取られる方もぼつぼつ出てきて

おりまして、非常に期待しているところでご

ざいます。 

 

○村上寅美委員 要望しとくけど、ぜひ、今

君が言ったように、推進してもらいたいとい

うのと、テストの緩和というか、それがね、

書類とかなんとか、えらい厳しいように聞く

がな。この辺、私直接体験しとらぬけど、そ

の辺も検討してください。要望でよかです。 

 

○鎌田聡委員 今のに関連して、鹿、イノシ

シの被害が、農業被害だけじゃなくて、ＪＲ

に当たってきて、事故までは行ってないです

けれども、そういった件数はかなりふえてき

ていると思いますけれども、その辺は把握さ

れてますか。 
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○川上自然保護課長 ＪＲにおける事故等

も、特に肥薩線ではかなり発生いたしており

ます。こちらのほうは、ＪＲのほうで線路沿

いに柵をつくられるとか、そういう対策をと

られております。このことについては、県と

いたしましても把握いたしております。 

 

○鎌田聡委員 非常にちょっとそういった危

ない状況も、ＪＲが柵をつくられていると思

いますけれども、いかにやっぱり今の村上委

員の話じゃありませんけれども、減らしてい

くかということで、ハンターをどうふやして

いくのかということも必要だと思いますし、

あと、鹿を撃った後のお金ですたいね。これ

は幾らですか。１万円なんですかね、鹿１

頭。 

 

○川上自然保護課長 県は1,000円でござい

ます。それから、国のほうからの公金が

8,000円ございます。それと、市町村が1,000

円以上を出すということで、１万円以上とい

うことでお金を差し上げるような形になって

おります。 

 

○鎌田聡委員 ハンターがだんだん尐なくな

ってきているという状況も、いろいろな要因

があると思いますけれども、やはりいろいろ

な事故防止とか農作物の被害防止のために

は、やっぱりある程度頑張ってもらわぬとい

けませんので、そういったところの１頭１万

円が妥当なのかどうかということとあわせ

て、先ほど言った免許の尐し緩和というか、

あと、そういった周知というか、県民の方に

尐しでも理解をしていただいて、そういった

活動に関心を持ってやっていただくというこ

とも大事かと思いますので、そういったとこ

ろもあわせて対策を打っていただきますよう

にお願いしたいと思います。 

 

○西岡勝成委員 きのう、おとといか、ジビ

エ料理を知事のところに天草の方がお持ちに

なったというニュースを見たんですけれど

も、あの方たちの、狩猟する人たちの高齢化

の問題とか、先ほどの値段の問題とか、ジビ

エ料理の普及の問題とか、いろいろそういう

要望はなかったんですか、県に対する。ただ

ジビエ料理を持ってきただけ。 

 

○川上自然保護課長 農業のほうで、ジビエ

料理対策といいますか、この対策はやってお

ります。特にきのう要望があったというふう

には聞いておりませんけれども、ジビエ料理

に対しましても、農業との連携会議の中で協

議をやっておりまして、最近は非常に売り先

というものが出てきたと。 

 それから、鳥獣をとってからどういうふう

に処理をするかというマニュアル、これもで

きまして、そのマニュアルに基づいて処理さ

れた肉につきましては、ジビエとして利用し

ていくというようなこともできるようになっ

ておりますので、ジビエ料理のほうも、ジビ

エのほうへの肉供給ということに対しても、

ある程度の道筋はできてきたのじゃないかと

いうふうに思っております。 

 

○西岡勝成委員 総合的に、要するに先ほど

から言われておりますように、ふえてきよる

ということは問題なので、その辺を総合的に

──ジビエ料理も含めて、狩猟者の年代の問

題や量の問題を含めて、ぜひ対策を練ってく

ださい。強化してください。 

 

○坂田孝志委員 外来魚対策はどこになるん

ですかね。どこも触れておられなかったです

から。何か対応しておられますか。 

 

○川上自然保護課長 外来魚の対策、特にブ

ラックバスとかの対策についてでございます

けれども、外来生物の対策というのは、基本
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的に国がするということになっております。 

 ただし、最近は、市町村、県等も含めて一

緒にやろうということになっておりまして、

熊本市では、江津湖のブラックバス等の外来

魚の再放流を禁止するというような条例が昨

年できまして、江津湖の場合では、４月から

現在まで、約100匹程度、100何十匹程度の捕

獲があっております。これは、釣ったものを

再リリースしないで、熊本市が設置している

かごの中に入れるというような仕組みでする

ようなことでやっております。 

 

○坂田孝志委員 基本的に国がすると、熊本

市はそんなことをやっている、熊本県は何を

やっているの。 

 

○川上自然保護課長 熊本県といたしまして

は、外来魚等、外来生物、特に危険であった

り侵略的な外来生物について、駆除等の対策

について市町村等と連携して、自然保護関係

の団体等と連携して、駆除等の早期発見、そ

れから防除についても一緒になってやってお

ります。 

 特に、初期段階における駆除等について

は、現在、スパルティナという川の下流、汽

水域に発生する葦ですけれども、この葦等に

ついての駆除について、環境省、それから

県、市町村一緒になって、駆除の対策をとる

ということで協議会等開いてやっておりま

す。 

 

○坂田孝志委員 県内の外来魚の実態は調べ

てありますか。 

 

○川上自然保護課長 外来魚が、どこにどの

程度おるかというような実態については、県

としては把握はできておりません。 

 

○坂田孝志委員 なら、やっぱりその実態調

査からが大事でしょう、国に委ねるんじゃな

くて。そして、国も、特定外来生物による被

害防止措置に対する措置等について、支援措

置の法律がありますね……(｢あります｣と呼

ぶ者あり)そういうのをやっぱり活用して、

やっぱりやるべきじゃないでしょうか。これ

は、在来種を河川やため池などで駆逐してし

まって、本当ですよ。そんなことを野方図に

してたらとんでもないことになりますよ。 

 まずは、調査をして、それに対する対応、

こういう中でも一個も外来魚と言葉も出てこ

ないですね。これはやってないことでしょ

う、平たく言えば。基本的には国がやること

ですと、熊本市ではこうしてます、熊本県は

市町村と何とか連携をとりながらと、実際ど

んなことをやっているのか全然出てきません

から、いっちょこれは調べてもらうように、

よございますか。 

 

○田代国広委員長 実態調査をしていただい

て、後日報告していただきたいと思います。 

 

○坂田孝志委員 すぐには出んどばってんで

すな。いっとき抱えてですたい。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○松村秀逸委員 今、イノシシの問題はよく

出ているんですけれども、タヌキの農産物の

被害等の状況はいかがでしょうか。私の住ん

でいるところは西里なんですが、こちらのほ

うでタヌキのスイカ等の大分被害が出ておる

と聞いておりますが、いかがでしょうか。 

 

○川上自然保護課長 タヌキについても被害

が出ているということは承知いたしておりま

す。ただ、ちょっとタヌキについての数字、

今持ちませんけれども、タヌキについては、

市町村のほうで有害鳥獣駆除という形で駆除

もされております。 
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○田代国広委員長 今の件の実態調査につい

ては、農水関係のほうでは実態調査をされて

いるかもしれませんので、そちらのほうにお

尋ねになれば、正確な情報がわかるかと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 ほかにございませんか。 

 

○中村亮彦委員 ７ページでお尋ねしたいと

思います。 

 水俣病被害者手帳の枠のほうなんですが、

ここで私の理解が正しいかどうかということ

と、ちょっと２点数字をお尋ねしたいという

ふうに思います。 

 水俣病被害者救済特別措置法、この措置法

ができたのは多分６～７年ぐらい前だと思う

んですが、ここで一時金の210万円、最低210

万円だと思うんですが、これが支給されてい

ると思います。この対象者数と総額、これが

数字がもしわかればお尋ねしたいと思いま

す。 

 それと、２点目が、この３番目の療養手

当、これは、私の理解では、病院に月に何回

通ったか、その通った回数によって、１万2,

900円から１万7,700円が支給されるというふ

うなことで私は理解をしております。 

 それで、この療養費等の将来の見込み額、

これは幾らぐらいなのかということを数字を

お尋ねしたいんです。鹿児島県、それから新

潟県、これは省いて、県内だけでも把握があ

ればお尋ねしたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 特措法のことにつきまして幾つかお尋ねを

いただきました。 

 まず、この特措法は、県議会の先生方のお

力添えもいただきまして、平成21年の７月に

成立をいたしております。それから、22年の

５月から、24年の７月末まで申請の受け付け

をさせていただきました。 

 それから、この特措法の中で、四肢末梢優

位、手の先、足の先の感覚が鈍くなる、そう

いう症状が確認をされた方につきましては、

委員のほうからも御指摘がありましたとお

り、一時金の210万円、それから、あわせま

して、ここに書いております医療費等の給付

が行われております。それから、療養手当の

額でございますが、これは月に１回以上通院

もしくは入院をされた方に支給をしておりま

す。 

 それから、この金額の差異でございます

が、一つは年齢の違いでございます。70歳以

上か未満かということでの金額の差異がござ

います。それから、入院をされた場合の入院

と通院によって金額の差異がございます。 

 それから、この療養費の今後の見込みにつ

いてでございますが、今のところ、年間、こ

この予算額、資料の中に書いておりますよう

に、予算が90億円弱の予算をいただいており

ます。 

 特措法につきましては、先ほど御説明をい

たしましたとおり、既に判定の手続も終えて

おりまして、対象者のほうは確定をいたして

おりますので、今後、手帳をお持ちの方につ

きましては、尐しずつ毎年お亡くなりになる

ということで減尐していくと思いますが、当

面は、これに近い数字が続いていくものと思

われます。 

 それから、一時金を支給しました総額につ

きましてでございますが、763億3,000万円余

でございます。 

 それから、お答えを漏らしてしまいました

が、一時金の対象となられた方の数でござい

ますが、熊本県につきましては１万9,306人

でございます。 

 以上でございます。 

 

○中村亮彦委員 早期解決に向けてしっかり

勉強してまいりたいと思います。ありがとう
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ございました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了します。 

 次に、商工観光労働部長から総括説明を行

い、続いて担当課長から順次説明をお願いし

ます。 

 初めに、髙口商工観光労働部長。 

 

○髙口商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の主要事業及び提出議案の説明に先立ちま

して、県内の景気・雇用状況並びに当部の取

り組みの方向性につきまして御説明申し上げ

ます。 

 日銀熊本支店が６月１日に発表しました金

融経済概観では、県内の景気は穏やかな回復

基調を続けていると判断されており、個人消

費は一部に弱目の動きが見られるものの、引

き続き底がたく推移しております。 

 また、県内の製造業の生産は、自動車関連

の生産が堅調に推移しているほか、汎用機械

等はフル生産となっているなど、全体として

着実に回復しております。 

 雇用情勢については、有効求人倍率が10カ

月連続で１倍を超えるなど、労働需給面、所

得面ともに高い水準で推移しております。 

 このように県内の景気が改善傾向にある中

で、商工観光労働部といたしましては、昨年

改正されました熊本県中小企業振興基本条例

等を踏まえ、引き続き中小企業等の資金繰り

支援など、県内中小・小規模事業者への支援

を図るとともに、労働者に対するセーフティ

ーネットの充実に努めてまいります。 

 また、国、地方挙げて進めている地方創生

に向けた動きを踏まえながら、成長分野に重

点を置いた施策を積極的に推進し、さらなる

県内景気の浮揚のため、しっかりと取り組ん

でまいります。 

 それでは、平成27年度の当部の組織機構及

び主要事業、新規事業について御説明いたし

ます。 

 恐縮ですが、お手元の平成27年度組織機構

図及び役付職員資料の10ページをお願いいた

します。 

 当部の組織機構につきましては、資料の10

ページに記載しておりますが、商工労働局、

新産業振興局、観光経済交流局の３局体制の

もと、本庁10課、出先機関５機関で、職員数

は、本庁183名、出先機関100名の合計283名

となっております。 

 資料の11ページから17ページまでは、当部

の役付職員名簿並びに事務分掌となっており

ます。 

 続きまして、平成27年度の主要事業及び新

規事業につきましては、お手元の平成27年度

主要事業及び新規事業資料、これの37ページ

をお願いいたします。 

 平成27年度当初予算につきましては、一般

会計、特別会計合わせまして、327億633万円

余となっております。 

 主な事業の内容について御説明いたしま

す。 

 商工労働局関係では、中小企業の振興につ

きまして、創業や事業承継、経営革新による

成長発展と経営改善や販売力強化により事業

の維持を目指す持続的発展を図るため、これ

まで以上に小規模企業に焦点を当てた支援に

取り組んでまいります。 

 雇用対策につきましては、若年者の県内就

労を促進するため、県内企業の魅力づくりを

支援するとともに、県外の学生等にも県内企

業の情報を提供するなど、県内における就業

機会の提供に取り組んでまいります。 

 産業人材の育成につきましては、産業界や

教育機関等と連携し、県内企業のニーズや技

術の高度化に対応した人材育成や若年者の就

労観、職業観を育むものづくり学習に引き続

き取り組むとともに、小規模事業者の人材育

成を強化してまいります。 

 次に、新産業振興局関係では、小規模事業
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者等の経営上の課題解決に向けてサポートす

る取り組みや、自社技術を活用し、医療・福

祉分野への新規参入に取り組む企業を支援し

てまいります。 

 エネルギー関係では、究極のクリーンエネ

ルギーと言われる水素を活用した燃料電池自

動車及び水素ステーションの普及促進及び関

連産業の振興に取り組んでまいります。 

 企業誘致につきましては、企業の研究開発

部門や食品関連企業等の誘致に引き続き取り

組むとともに、熊本港、八代港の利便性向上

と利用拡大に向けたポートセールスの取り組

みを引き続き推進してまいります。 

 観光経済交流局関係では、観光振興につき

ましては、世界遺産や日本遺産登録はもとよ

り、2019年の女子ハンドボール世界選手権大

会やラグビーワールドカップ2019、2020年の

東京オリンピック・パラリンピック競技大会

を見据え、国内からのさらなる観光客の誘致

を進めるとともに、外国人観光客の受け入れ

環境の整備を図り、アジアを中心とした海外

からの観光客誘致に取り組んでまいります。 

 海外との経済交流につきましては、台湾や

ＡＳＥＡＮ諸国を中心に、知事トップセール

スや現地大手コンビニ等と連携した本県の認

知度向上や県産品の販路拡大、海外事務所や

アドバイザー等の活用により、県内企業の海

外展開を支援してまいります。 

 物産等の振興につきましては、農商工連携

の推進や県産品の販路拡大に取り組むととも

に、グランメッセ熊本の機能強化に取り組ん

でまいります。 

 また、くまモンを活用し熊本の多彩な魅力

をアピールするくまもとプロモーションを推

進し、本県のさらなる認知度の向上に取り組

むとともに、海外展開など新たなフロンティ

アの開拓にも積極的に取り組んでまいりま

す。 

 次に、提出議案の概要について説明させて

いただきます。 

 今回提案しております議案は、予算関係１

議案、条例等議案１議案でございます。 

 お手元の経済環境常任委員会説明資料の13

ページをお願いいたします。 

 ６月補正予算でございますが、一般会計で

１億5,647万円余の増額補正をお願いしてお

ります。 

 主な内容は、燃料電池自動車の普及促進の

ための事業に関する経費の増額やラグビーワ

ールドカップ２０１９の推進に要する経費で

ございます。 

 条例等議案では、熊本県工場等設置奨励条

例及び熊本県税特別措置条例の一部を改正す

る条例について提案いたしております。 

 このほか、中小企業振興基本条例に基づく

取り組みのほか、３件について御報告させて

いただきます。 

 なお、主要事業及び提出議案の詳細につき

ましては、担当課長から説明いたしますの

で、御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○田代国広委員長 引き続き、担当課長から

説明をお願いします。 

 

○奥薗商工政策課長 説明資料の38ページを

お願いいたします。主要事業及び新規事業の

横のほうでございます。 

 商工観光労働部政策調整事業でございます

が、部内の主要施策を実施するために調査研

究を行うもので、800万円を計上しておりま

す。 

 商工政策課は以上でございます。 

 

○原山商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 同じ資料の39ページをお願いいたします。 

 まず、１の商工会・商工会議所・商工会連

合会補助でございますが、これは、商工会、

商工会議所等に対し、人件費、事業費等の補
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助を行うものでございます。 

 次に、２の組織化指導費補助でございます

が、これは、中小企業団体中央会に対して、

人件費、事業費等の補助を行うものでござい

ます。 

 次に、３の地域力活用ビジネス創出支援事

業でございますが、これは、小規模事業者等

が取り組む新商品開発などを支援するため、

商工会、商工会議所等に補助を行うものでご

ざいます。 

 次に、40ページをお願いいたします。 

 ４の商店街まちづくり推進事業でございま

すが、これは、中心市街地や地域商店街の商

業活性化の取り組みなどに対し、事業概要の

(1)から(4)にございますような各種補助事業

により支援を行うものでございます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 下段の５、熊本まちなかリーダー育成事業

でございますが、これは、商店街が商業機能

や社会的機能を継続的に発揮できるよう、次

世代を担うリーダーを育成するものでござい

ます。 

 次に、42ページをお願いいたします。 

 ６の中小企業金融総合支援事業でございま

すが、これは、中小企業の資金調達の円滑化

を図るため、融資制度を運用するものでござ

います。今年度の新規融資枠として205億円

を確保いたしております。 

 次に、下段の７、小規模事業者等経営力強

化支援事業(持続的発展)でございますが、こ

れは、小規模事業者の持続的発展に向け、商

工団体の支援等各種事業を実施するととも

に、関連する融資制度を運用するものでござ

います。 

 43ページをお願いいたします。 

 このうち、(2)の経営発達支援計画策定支

援事業は、小規模支援法に基づきまして、経

営発達支援計画を策定する商工会などを支援

するもので、次の(3)の金融・経営支援機関

連携支援事業は、金融機関と経営支援機関の

連携支援拠点づくりの検討などを行うもので

ございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 ８の小規模事業者等経営力強化支援事業

(成長発展)でございますが、これは、小規模

事業者の成長発展を図るため、創業、事業承

継、経営革新を促進する各種事業を実施いた

しますとともに、関連する融資制度を運用す

るものでございます。 

 このうち、事業概要の下のほうにございま

す(4)のチャレンジ企業シンポジウムは、先

進的な取り組みを行っている企業の事例発表

等を開催するものでございます。 

 また、(5)の成長発展システム構築の支援

は、国の事業引継ぎ支援センターと連携した

事業承継システムの構築や市町村が策定する

創業支援事業計画の策定支援を行うものでご

ざいます。 

 次に、45ページの下段をお願いいたしま

す。 

 ９、中小企業高度化資金貸付でございます

が、これは、中小企業が経営の近代化や合理

化を図るため、工場団地や共同店舗の建設等

を行う場合に、資金の貸し付けを行うもので

ございます。 

 次に、46ページをお願いいたします。 

 10の中小企業協同組合等設備投資促進利子

補助でございますが、これは、経営基盤の高

度化に取り組む中小企業協同組合等が、設備

投資に必要な資金を借り入れた場合に、利子

の一部を補助するものでございます。 

 次に、11の特産品販売促進事業でございま

すが、これは、国の経済対策に伴う地域消費

喚起生活支援型の交付金を活用したものでご

ざいまして、商工会連合会に補助を行い、県

内の中小企業が生産する特産品の詰め合わせ

を、インターネットやイベント等において30

％引きで販売するものでございます。 

 次に、47ページをお願いいたします。 

 12の共同店舗等割増クーポン券付与事業で
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ございますが、これも国の消費喚起型の交付

金を活用したものでございまして、中小企業

団体中央会に補助を行い、県内10カ所の共同

店舗等が商品券を発行する際、20％の割り増

しクーポン券を発行するものでございます。 

 商工振興金融課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○松岡労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 48ページをお願いいたします。 

 １、ジョブカフェによる地域での就労支援

の強化でございます。 

 事業概要(1)のジョブカフェ関連事業です

が、ＪＲ水前寺駅ビル内にジョブカフェくま

もと、また、地域振興局内にジョブカフェ・

ブランチを設置しており、新卒者も含めた若

者の就労支援に取り組んでおります。 

 (2)女性・高齢者等雇用対策推進事業です

が、ジョブカフェ・ブランチに新たに女性・

高齢者等雇用対策推進員、通称仕事開拓員と

言っておりますが、それぞれ１名を増員し、

求職者のニーズを踏まえた求人開拓など、地

域の就労支援拠点としての機能を強化するも

のでございます。 

 49ページ２の労働局との一体的実施事業を

お願いします。 

 これは、仕事探しのカウンセリングから、

職業紹介を初め、労働相談や生活相談、さら

には、就職後のフォローアップまでの一連の

就職支援サービスを、水道町にあります民間

ビルの同じフロアで、イメージ図のように県

と労働局が連携してワンストップで提供して

いるものでございます。 

 次に、50ページをお願いいたします。 

 ３、将来の『夢＝仕事』発見事業でござい

ます。 

 これは、学童期を含めた若者の勤労観、職

業観を育成するために、小中学生から高校、

大学生を対象に、職場体験や中長期のインタ

ーンシップまで発達段階に応じたキャリア教

育を支援する事業でございます。 

 (2)が新規事業となっておりますが、小中

学生を対象に、地域の企業や業界団体と連携

して職業体験学習を実施することとしており

ます。 

 51ページ４、戦略産業雇用創造プロジェク

ト事業をお願いします。 

 この事業は、本県の主要産業であります半

導体産業とフードバレー構想の中核でありま

す食品関連産業を戦略産業として、新分野や

海外への事業展開等を通じて、雇用の拡大を

図る企業を支援するものでございます。国か

ら、来年度までの３カ年事業として採択を受

けており、３カ年で、合計625人の雇用創出

を計画しているものでございます。 

 次に、52ページをお願いします。 

 熊本県ブライト企業推進事業ですが、従業

員の処遇改善に積極的に取り組む中小企業を

支援するとともに、従業員が生き生きと働き

続けられるような魅力ある企業をブライト企

業として認定し、普及啓発を行うことで、県

内の企業の魅力づくりと労働力の確保、さら

には県内就職率の向上につなげていきたいと

考えております。 

 続きまして、53ページ６、県外若年者等の

県内企業インターンシップ促進事業でござい

ます。 

 こちらも県内就職を促進する事業として新

たに取り組むものでございますが、関東・関

西地域等に進学した若者などを対象に、県内

企業でのインターンシップや交流機会を提供

することによって、県内企業に対する理解を

深め、県内就職につなげるものでございま

す。 

 54ページをお願いいたします。 

 上段７、プロフェッショナル人材誘致事業

ですが、こちらは、国が行いますプロフェッ

ショナル人材事業を活用して、県内の中小企

業が都市部のプロフェッショナル人材を受け
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入れるお試し就業に対して、県内企業の受け

入れ費用の一部を補助するものでございま

す。国の事業と連携して、都市部の高度人材

のＵターンを支援してまいります。 

 下の段の８、育休取得者継続就労支援事業

ですが、こちらは、子育て期の労働者が育児

休業制度を利用して継続就業できるよう、従

業員の育児休業の取得、または職場復帰に関

して、事業所と従業員双方に対してアドバイ

スや研修等を行うことによって、継続就業の

ための運用体制づくり、環境づくりを支援す

るものでございます。 

 労働雇用課は以上でございます。 

 

○石貫産業人材育成課長 産業人材育成課で

ございます。 

 資料の55ページをお願いいたします。 

 １の産業人材強化推進事業でございます。 

 平成25年３月に策定いたしましたものづく

りを中心とする産業人材強化戦略に基づきま

して、関係機関等と連携しながら、地元産業

のニーズに対応した技術者の育成、確保を図

るものでございます。 

 (1)のとおり、産業人材強化ネットワーク

推進会議及び人材育成部会での情報交換等に

よりまして、関係機関の連携強化を図ってま

いります。 

 また、(2)及び(3)のとおり、産業人材強化

支援センターにコーディネーターを含む嘱託

職員２名を配置いたしまして、相談対応や情

報提供を行うとともに、技術指導、教育訓練

に対する講師派遣などの支援を行ってまいり

ます。 

 56ページをお願いいたします。 

 ２の県立高等技術専門校及び県立技術短期

大学校における公共職業訓練でございます。 

 両校は、地場企業の技術力強化及び産業界

のニーズに応じた即戦力となる職業訓練を実

施しております。 

 (1)の高等技術専門校は、①から、次の57

ページ④までのとおりでございますが、施設

内及び委託によります多様な職業訓練を実施

いたしております。 

 (2)の技術短期大学校では、４学科におき

ます実践技術者の育成や在職者訓練を実施い

たします。 

 資料58ページをお願いいたします。 

 ３のものづくりチャレンジ事業でございま

す。 

 若年者のものづくり離れや後継者不足を解

消するため、(1)のものづくりチャレンジ教

室では、技能士の指導によりまして、小中学

校等での体験教室を実施いたします。 

 (2)の専門高校生によるものづくり講習会

では、工業高校や農業高校の高校生が、小中

学生に体験学習を実施するものでございま

す。 

 次に、４の将来の『夢＝仕事』発見事業で

ございます。 

 これは、技術者や熟練技能者を工業高校や

農業高校に派遣いたしまして、高校生を対象

に、(1)から(3)のとおり、ジュニアマイスタ

ーや技能士等の就職に結びつく資格取得講習

会、各種技能競技大会に向けた強化講習会、

また、指導教員のための実技指導講習会等を

実施いたします。 

 次に、59ページをお願いいたします。 

 ５の電動モビリティ関係人材育成支援事業

でございます。 

 これは、電気自動車等の電動モビリティー

に関します産業人材の育成と県民への普及啓

発を図るものでございます。 

 (1)及び(2)のとおり、関係の工業高校や大

学等をサポーター校として認定いたしまし

て、技術講習会やサポーター校によります小

中学生を対象にいたしました体験教室を支援

するとともに、サポーター校によります成果

発表等を行うものでございます。 

 次に、資料の60ページをお願いいたしま

す。 



第２回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成27年７月１日) 

 - 22 - 

 ６の小規模事業者ものづくり人材育成事業

でございます。 

 これは、製造業系の小規模事業者の人材育

成を支援し、技術力の向上による競争力を強

化し、県内製造業の振興を図るものでござい

ます。 

 (1)及び(2)のとおり、産業人材強化支援セ

ンターにコーディネーターを含む嘱託職員２

名を追加配置いたしまして、相談対応や情報

収集を初めといたしまして、技術指導、教育

訓練に対する講師派遣などの支援を行いま

す。 

 特に、(3)のとおり、若年求職者等を新規

に雇用いたしまして、働きながら職業訓練を

行っていくということとしております。 

 産業人材育成課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○古森産業支援課長 産業支援課です。 

 資料の61ページをお願いします。 

 １の産業振興ビジョン推進事業は、平成22

年12月に策定しました熊本県産業振興ビジョ

ン2011におきまして、重点成長分野を５つ定

めており、産学官が連携して県経済を牽引す

るリーディング産業群の形成を推進するもの

です。 

 ２の事業革新支援センター事業は、県内企

業の経営革新や新事業支援のための事業を、

県から公益財団法人くまもと産業支援財団に

委託するものです。 

 62ページをお願いします。 

 ３のリーディング企業育成支援事業は、県

経済を牽引するような高い付加価値を生み出

すリーディング企業を育成することを目指し

て、総合的な支援を行うものです。 

 63ページをお願いします。 

 ４の中小企業チャレンジサポート＆ソリュ

ーション事業は、中小企業の経営課題を解決

するため、専門家チームを派遣し、課題抽出

から現場指導、改善支援までの一貫した支援

を行うものです。 

 ５の次世代マグネシウム合金拠点化推進事

業は、熊本大学が研究開発した次世代耐熱マ

グネシウム合金について、本県における拠点

化推進や地域企業連携による実用化に向けた

実証の支援を行うものです。 

 64ページをお願いします。 

 ６の有機エレクトロニクス産業・事業化促

進事業は、これまで、県内外の大学、企業等

の連携により研究開発してきました有機薄膜

関連技術について、県内企業による実用化に

向けた試作品の開発、製造に対して支援する

ものです。 

 ７の食品周辺関連産業技術振興事業は、県

南フードバレー構想を後押しするため、食品

製造業や農林水産業の現場ニーズと食品周辺

技術分野のシーズをマッチングするコーディ

ネーターの設置と有望案件の試作、開発に対

して支援するものです。 

 65ページをお願いします。 

 ８のくまもと型医療・福祉関連産業推進事

業は、成長分野である医療・福祉分野への県

内企業の参入促進のため、熊本市等と連携

し、医工連携製品の開発及び実用化の支援を

行うものです。 

 ９の次世代モビリティ普及促進事業は、電

気自動車等の普及を促進するために、県が整

備した充電器の維持管理を行うとともに、電

気自動車２台を活用して、次世代モビリティ

ーの普及促進を図るものです。 

 66ページをお願いします。 

 10の超小型モビリティ導入促進事業は、超

小型モビリティーの安全性や性能の検証のほ

か、観光地の新たな魅力の創出や生活移動問

題の改善、地域の活性化等の効果を検証する

ため、本田技研工業等と共同で取り組む事業

です。 

 11のバイク振興事業は、新規事業です。 

 ことし９月12日に県内で開催されるバイ

ク・ラブ・フォーラムに要する経費です。 
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 バイク・ラブ・フォーラムは、二輪車産業

の振興を目的として、経済産業省の呼びかけ

により、国内の関係自治体や二輪関係団体等

により共同で開催される会議です。 

 67ページをお願いします。 

 12の企業連携体活動促進事業は、大手企業

からの共同受注獲得を目的として、複数の地

場企業が連携体をつくって提案等をするキャ

ラバン隊の活動を支援するものです。 

 68ページをお願いします。 

 13の地場企業立地促進費補助は、地場企業

の県内における工場等の新増設及び新規雇用

を促進するため、誘致企業と同等の助成を行

うものです。 

 69ページをお願いします。 

 14の小規模事業者等支援事業は、新規事業

です。 

 中小企業振興基本条例の改正等の動きを踏

まえて、県内の小規模事業者等に対する支援

体制の強化を図るものです。 

 15の阿蘇採石場防災対策事業は、新規事業

です。 

 平成28年12月の阿蘇採石場の終掘に向け

て、防災上の観点から実施する排水路工事等

の実施に要する経費です。 

 産業支援課は以上です。どうぞよろしくお

願いします。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 70ページをお願いいたします。 

 くまもと県民発電所推進事業です。 

 くまもと県民発電所構想の普及促進を図る

とともに、県民発電所の立地市町村等が発電

事業者と共同で行う地域振興事業に対する助

成と民間事業者等が行う新たな県民発電所実

施に向けた事業可能性調査に対する助成を行

うものです。 

 ２、燃料電池自動車普及促進事業です。 

 水素を燃料とする燃料電池自動車、ＦＣＶ

の導入及び燃料を供給する水素ステーション

を整備するとともに、普及促進に係る官民合

同組織を立ち上げ、導入機運の醸成等を行う

ものです。 

 なお、当事業につきましては、６月補正に

おいて予算の増額をお願いしております。後

ほど補正予算の議案で説明させていただきま

す。 

 71ページをお願いいたします。 

 省エネルギー推進事業です。 

 県内の中小企業や各家庭における省エネ設

備等の導入を支援するものです。本年度で４

年目となりますが、さらなる省エネを進めて

いくため、小規模企業者向けの導入支援を新

たに盛り込んだほか、家庭向けには、ゼロ・

エネルギーハウス導入に特化して支援を行う

ものです。 

 72ページをお願いいたします。 

 市町村モデル地域支援事業です。 

 新エネルギーの導入や省エネルギーの推進

などに積極的に取り組む市町村をモデル地域

として支援を行うものです。モデル地域数に

つきましては、昨年度までに取り組んだ市町

村等に新たな市町村を加えた10地域程度を考

えております。 

 エネルギー政策課は以上でございます。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 説明資料の73ページをお願いします。 

 まず、１の企業誘致事業でございますが、

企業を訪問し、最新情報の収集や本県の立地

環境をＰＲするなど、企業誘致を推進すると

ともに、既に本県に立地している誘致企業の

フォローアップを行うための事業でございま

す。 

 ２の創造的企業誘致推進事業でございます

が、本県に知の集積を図るため、企業の研究

開発部門を誘致するとともに、東京、名古屋

で知事が出席するトップセミナーの開催、ま
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た、セミコン台湾への出展等、グローバル企

業の誘致を推進する事業でございます。 

 ３の産業支援サービス業等集積促進事業で

ございますが、これは、コールセンターなど

の産業支援サービス関連企業の誘致を推進す

る事業でございまして、誘致した企業への補

助金やテクノプラザビルの維持管理費等に要

する経費でございます。 

 75ページをお願いします。 

 ５の企業立地促進費補助でございますが、

これは、誘致企業が事業所の新設あるいは増

設を行った際に、設備投資や雇用の実績に応

じて補助金を交付するものでございます。 

 76ページをお願いします。 

 ６の工業団地施設整備事業でございます

が、県南地域の市町村が行う工業団地整備を

支援するための調査事業でございます。 

 ７のフードバレー構想推進企業誘致事業

は、フードバレー構想による県南地域を活性

化させるため、ターゲット企業への企業誘致

活動や広報活動を行い、食品関連企業を誘致

しようという事業でございます。 

 77ページをお願いします。 

８の国際コンテナ利用拡大助成事業でござい

ますが、これは、九州北部港などとの輸送コ

スト差を圧縮することで、県外他港へのコン

テナ貨物の流出を阻止し、両港の貨物量を増

加させるための優遇措置でございます。 

 ９の戦略的ポートセールス推進事業でござ

いますが、これは、熊本港及び八代港のポー

トセールスを戦略的に推進していくため、増

便など利便性を高めた船社へのクレーン使用

料の一部助成、あるいは両港の認知を図る国

内外のセミナー開催や海外クルーズ船の円滑

な受け入れなどを実施する経費でございま

す。 

 78ページをお願いします。 

 10のグローバル企業誘致推進事業でござい

ますが、これは、政府が進める外国企業の対

日投資倍増に向けた取り組みと連携し、グロ

ーバル企業の誘致を促進するため、セミコン

台湾への出展に合わせ、台湾で企業立地セミ

ナーなどを実施する経費でございます。 

 11の企業の地方拠点強化等推進事業でござ

いますが、これは、政府が進める首都圏等に

集積する企業の本社機能の一部を地方へ移転

させる取り組みを踏まえ、本県への本社機能

の一部移転を促進するためのセミナーなどを

実施する経費でございます。 

 企業立地課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○満原観光課長 観光課でございます。 

 79ページをお願いいたします。 

 項目１のようこそくまもと観光立県推進計

画の展開でございます。 

 ようこそくまもと観光立県推進計画は、計

画期間を平成24年度から27年度とし、九州観

光の拠点として選ばれる熊本を目指し、主に

３つの戦略に沿って各種施策を展開しており

ます。 

 戦略の１番目として、品格ある観光地くま

もとの形成、２番目として、国内からの誘客

の促進、３番目として、海外からの誘客の促

進でございます。予算額は、２億2,100万円

余となっております。 

 それぞれの戦略につきまして御説明させて

いただきます。 

 まず、戦略の１番目、品格ある観光地くま

もとの形成でございます。 

 まず、(1)波及効果を高める旅行商品造成

事業では、県内各地に点在している集客力の

高い観光素材を磨き上げ、魅力的で利便性に

富んだ旅行商品の造成と旅行会社における商

品化に向けた働きかけを行ってまいります。 

 次に、(2)熊本観光ブランド形成事業につ

きましては、熊本の温泉を全国にＰＲするく

まもとふろモーションを展開するなど、食、

温泉、水といった観光素材を生かしながら、

本県のブランドイメージの形成を促進してま
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いります。 

 80ページをお願いいたします。 

 次に、戦略の２番目、国内からの誘客の促

進でございます。 

 (1)「選ばれる観光地くまもと」観光キャ

ンペーン展開事業につきましては、首都圏や

関西圏等の大消費地をターゲットとしまし

て、交通事業者や旅行代理店とタイアップ

し、効果的な集客に取り組んでまいります。 

 次に、(7)ＭＩＣＥ等誘致促進事業につき

ましては、一般社団法人熊本国際観光コンベ

ンション協会と連携し、各種誘致活動を強化

するとともに、県内で開催されるスポーツイ

ベント、大型コンサート及び県内ロケを伴う

映画制作に対して助成等行うこととしており

ます。 

 81ページをお願いいたします。 

 戦略の３番目、海外からの誘客の促進でご

ざいます。 

 (2)の東アジア誘客戦略強化事業及び(3)の

東南アジア誘客戦略強化事業、海外に向けた

情報発信の強化につきましては、東アジアの

韓国、台湾、香港、中国に加え、シンガポー

ル、タイ、マレーシアなどの東南アジア各国

に向けて、現地旅行博覧会への出展や現地旅

行会社等と連携したプロモーション活動を展

開してまいります。 

 (4)の外国人観光客等受入環境整備事業に

つきましては、多様なニーズを持った外国人

観光客が安心して熊本観光を楽しむことがで

きるよう、宿泊施設、観光施設等における多

言語化の取り組みを支援するとともに、おも

てなし力向上のためにセミナー等を開催し、

受け入れ環境を整備することとしておりま

す。 

 82ページをお願いいたします。 

 国際スポーツ関連の新規事業でございま

す。 

 まず、2019女子ハンドボール世界選手権大

会推進事業につきまして、現在、シンボルマ

ークの募集を行っているところです。夏ごろ

には組織委員会を設立し、大会の基本方針策

定などを進めるとともに、本年12月に開催さ

れるデンマーク大会に職員を派遣し、大会運

営等の調査を行い、大会開催準備を進めるこ

ととしております。 

 次に、オリンピック・パラリンピックキャ

ンプ誘致推進事業につきまして御説明いたし

ます。 

 キャンプ誘致に向けて、ＪＯＣ等関係機関

からの情報収集やＰＲを行うとともに、事前

キャンプ候補地ガイドへの掲載など、キャン

プ誘致に主体的に取り組む市町村の支援など

を行ってまいります。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○磯田国際課長 国際課でございます。 

 83ページをお願いします。 

 まず、項目１、アジアとの経済交流の推進

についてでございます。 

 (1)海外ビジネス支援アドバイザー運営事

業は、香港、シンガポール、台湾にビジネス

アドバイザーを配置するとともに、ＡＳＥＡ

Ｎ諸国にスポットアドバイザーを選定し、県

内企業の海外展開を支援するものです。な

お、新たに、台湾・高雄に交流促進アドバイ

ザーを配置しております。 

 (2)台湾・アセアン・香港経済交流事業

は、交流促進覚書、ＭＯＵを締結した高雄市

を初めとする台湾や、香港、ＡＳＥＡＮ諸国

などにおいて、大手コンビニなど現地小売店

などにおける熊本プロモーションや知事トッ

プセールスを行い、経済交流活動を促進する

ものでございます。 

 (3)の海外拠点運営事業は、中国との経済

交流を深めるための活動拠点として、熊本上

海事務所及び熊本広西館を運営するものでご

ざいます。 

 続きまして、84ページをお願いします。 
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 (4)の中国経済交流促進事業は、中国バイ

ヤーの招聘による商談会の実施、広西壮族自

治区における中国─アセアン博出展や現地百

貨店での県産品の販売実証、また、上海の現

地企業と連携した熊本フェアの開催などを実

施するものです。 

 (5)の海外ビジネスチャレンジ研修支援事

業は、県内中小企業者が行う海外展開を担う

若手人材の海外研修に対して、費用の一部を

助成するものでございます。 

 続きまして、項目２、熊本の強みを活かし

た国際交流等の推進でございます。 

 (1)姉妹友好交流事業は、本県と友好提携

を行っている中国・広西壮族自治区、米国・

モンタナ州、韓国・忠清南道との交流を通じ

て、相互理解の促進、県民の国際理解や国際

感覚の涵養を図るものでございます。 

 (2)の熊本県海外研修員等受入事業は、開

発途上国の青年や本県からの海外移住者の子

弟を留学生や研修生として受け入れ、研修等

を通じて母国の発展に貢献させるとともに、

本県との交流のかけ橋となる人材を育成する

ものでございます。 

 続きまして、85ページをお願いします。 

 項目３、多文化共生の地域づくりでござい

ます。 

 事業概要(1)のＪＥＴプログラム推進事

業、(2)の国際相談コーナー運営事業のほ

か、(3)の留学生交流等拠点設置支援事業で

は、県内の大学等で構成する大学コンソーシ

アム熊本が行う留学生の総合的な支援活動に

対して助成するものでございます。 

 続きまして、項目４、北朝鮮拉致問題啓発

事業でございます。 

 拉致問題の解決に向けて、北朝鮮人権侵害

問題啓発週間に講演会を開催するなど、北朝

鮮に拉致された日本人を救う熊本県議会議員

の会などと連携して、啓発活動を行うもので

ございます。 

 国際課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 資料86ページをお願いいたします。 

 まず、くまもとプロモーション推進事業で

ございますが、九州における熊本の拠点性向

上を目指しまして、くまモンを活用したプロ

モーションを一元的に展開することで、交流

人口の増大や県産品の販路拡大につながる熊

本のイメージ向上を図ってまいります。 

 その中で、くまもとプロモーションでは、

県外、海外に向けまして、観光客の誘客、農

林水産物の販路拡大など、効果的な実施に資

するように、関係各課と連携し、熊本のファ

ン拡大を図ります。 

 また、②でございますが、今後予定されて

おります国際的なスポーツイベントを見据え

まして、アジアはもとより、欧米も意識し、

話題性のあるイベントへの出演などを行い、

熊本の認知度向上に努めてまいります。 

 それから、(3)でございますが、くまモン

の商標管理でございますけれども、さまざま

な利用許諾の業務委託によりまして審査の迅

速化に努めますとともに、海外も意識しまし

て、著作権や商標権の適正な管理運用を行い

ます。 

 次に、87ページをお願いいたします。 

 ２から４までの事業は、いずれも県産品を

生かしました商品について磨き上げをし、県

外に向け販路拡大を行うための助成や商談会

開催に要する費用でございます。 

 次に、88ページをお願いいたします。新規

事業になります。 

 当課では、伝統工芸館と産業展示場グラン

メッセを所管しておりますけれども、５番目

と６番目の事業は、両施設の維持補修に要す

る事業でございます。 

 あわせまして、伝統工芸館につきまして

は、開館から32年が経過しております。今



第２回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成27年７月１日) 

 - 27 - 

後、計画的な改修を行うために、施設の保全

計画を本年度作成することとしております。 

 次に、７のくまもとの酒消費拡大推進事

業、それから89ページのくまもとふるさと商

品消費喚起事業でございますけれども、いず

れも国の26年度補正予算を活用しました県産

品の消費喚起事業でございます。 

 くまもとの酒消費拡大事業につきまして

は、専ら県内の飲食店に働きかけを行い、県

産酒愛飲の機運醸成を推進し、消費拡大と県

内酒類業界の活性化を図るものでございま

す。 

 89ページのくまもとのふるさと消費喚起事

業につきましては、ウエブサイトですとか県

外のアンテナショップを活用いたしまして、

県外における熊本県産品の消費拡大を図るも

のでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○田代国広委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて次長及び担当課長から説

明をお願いします。 

 初めに、五嶋企業局長。 

 

○五嶋企業局長 企業局が所管いたします事

業の概要につきまして御説明申し上げます。 

 まず、組織機構につきましては、お手元の

平成27年度組織機構図及び役付職員名簿の18

ページをごらんいただきたいと思います。 

 本庁は、総務経営課と工務課の２課体制と

なっております。また、出先機関としまし

て、発電総合管理所及び都呂々ダム管理事務

所を設けております。職員数は、本庁が、局

長、次長含めまして40名、出先機関が22名、

合計62名となっております。 

 なお、19ページから21ページまでは、企業

局の役付職員名簿及び事務分掌となっており

ます。 

 現在、企業局で経営しております事業は、

電気事業、工業用水道事業及び有料駐車場事

業の３事業でございます。 

 各事業の経営に当たりましては、昨年度末

をもって終了いたしました第３期経営基本計

画に引き続きまして、平成27年度から平成31

年度までの５カ年間を計画期間とします第４

期経営基本計画を新たに策定したところでご

ざいます。 

 今後は、同計画に基づき、経営基盤の強

化、アセットマネジメントの推進及び県民、

地域との連携、協調を経営の基本方針として

各事業に取り組んでまいります。 

 事業ごとの状況でございますが、まず、電

気事業につきましては、荒瀬ダム関連の費用

負担により、撤去が完了するまでの期間は厳

しい経営が続く見込みでございます。 

 荒瀬ダムにつきましては、ことし３月にみ

お筋部を開放し、ダムの上下流で川の自然な

流れがつながりました。本年度は、左岸側の

ダムの管理橋や門柱の撤去を予定していると

ころでございます。 

 このほか、市房と緑川の主力４発電所につ

きましては、老朽化が進んでいますことか

ら、昨年度から発電設備の更新に取り組んで

おり、更新完了後は、固定価格買い取り制度

に移行し、経営基盤の強化を図ることとして

おります。 

 次に、工業用水道事業のうち、有明工業用

水道事業につきましては、多量の未利用水に

加え、多額の竜門ダム関連経費により厳しい

経営が続いております。 

 そのため、地元の関係市町、関係部局と連

携しながら、企業誘致や工業用水及び工業用

水以外の水の需要開拓等にも引き続き取り組

んでまいります。 

 最後に、有料駐車場事業につきましては、

平成28年度からの指定管理者制度への移行に

向けて取り組みを進めるなど、利用者サービ

スのさらなる向上を図っていきたいと考えて

おります。 
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 詳細につきましては、次長及び工務課長か

ら説明いたしますので、よろしくお願いいた

します。 

 また、今回は、地方公営企業法の規定に基

づきます平成26年度の電気事業会計における

建設改良費繰越及び事故繰越の報告と、その

他報告事項としまして、荒瀬ダム本体等撤去

工事の進捗状況について御報告させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

 

○福島企業局次長 資料の90ページをお願い

いたします。 

 企業局の３事業の本年度当初予算の総括表

でございます。事業ごとに収益的収支と資本

的収支に分けて記載しております。 

 まず、電気事業会計についてでございます

が、収益的収支で6,800万円余の利益となっ

ております。黒字を見込んでおりますが、荒

瀬ダム撤去等の経費負担が大きく、資本的収

支の差し引きを合わせますと10億5,900万円

余の不足となり、厳しい経営状況でございま

す。不足分につきましては、内部留保金等に

より補塡するものでございます。 

 次に、工業用水道事業会計では、収益的収

支で7,500万円余の損失となっております。 

 これは、有明・八代工業用水道事業におい

て、多量の未利用水を抱え、収入が伸びない

中、支出の面で有明工業用水道事業の竜門ダ

ム関連経費が経営を圧迫しているためでござ

います。 

 次に、有料駐車場事業会計では、安定的経

営を続けており、収益的収支で4,000万円余

の利益を計上しております。 

 91ページをお願いいたします。 

 経営基本計画の推進についてでございま

す。 

 企業局の経営の基本方針を定めます経営基

本計画につきましては、昨年度第３期計画の

終了を受けまして、本年度から第４期計画の

開始となりました。 

 第４期計画では、経営基盤の強化やアセッ

トマネジメントの推進、県民、地域との連

携、協調を基本方針として、各事業に取り組

んでまいります。主な取り組みとしまして

は、(2)のとおりでございます。 

 92ページをお願いします。 

 電気事業会計でございます。 

 １の施設の状況でございます。 

 ７つの水力発電所で最大出力５万4,200キ

ロワット、阿蘇車帰の風力発電所で最大出力

1,500キロワットの発電を行っております。 

 次に、２の経営状況でございます。 

 現在稼働しております７つの水力発電所で

は、利益を計上する見込みでございますが、

荒瀬ダム撤去関連経費の費用負担により、ダ

ム撤去が完了する平成29年度までは厳しい経

営状況が続く見込みでございます。 

 風力発電につきましては、平成23年度から

運転制限の緩和、解除を実施したことから、

昨年度の売電電力量は、取り組みを開始する

前の平成21年度に比べ約1.7倍となっており

ます。 

 なお、車帰風力発電所、緑川第三及び菊鹿

水力発電所につきましては、固定価格買い取

り制度、いわゆるＦＩＴに移行しておりま

す。 

 また、市房と緑川の主力４発電所につきま

しては、今年度から発電設備の更新工事に着

手する予定としております。完了後は、固定

価格買い取り制度による売電を予定してお

り、収益の安定化と経営基盤の強化につなが

るものと考えております。 

 93ページをお願いいたします。 

 ３の荒瀬ダム撤去についてでございます。 

 全国初の取り組みとして、24年度から29年

度の６年間でダム撤去の本体工事を行ってお

ります。 

 (1)撤去工事については、後ほど報告事項

で報告させていただきます。 

 (2)環境モニタリング等についてでござい
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ます。 

 安全や環境に配慮したダム撤去を進めるた

め、治水面及び環境面の調査を行いますとと

もに、フォローアップ専門委員会におきまし

て、評価、検証を進めてまいります。荒瀬ダ

ム撤去関連工事費は、ダム本体工事など５億

5,300万円余を計上しております。 

 次に、(3)ダム撤去に伴う地域課題でござ

いますが、ダム撤去に伴います地域の課題に

つきましては、地域対策協議会において協議

を重ねておりまして、一定の方向づけを行っ

てきているところでございます。 

 本年度も、引き続き、地域の課題への対応

を図りますとともに、撤去工事やモニタリン

グの状況報告等を行うこととしております。 

 次に、94ページから95ページにつきまして

は、後ほど工務課長より説明させていただき

ます。 

 96ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業でございます。 

 １の施設の状況でございますが、有明、八

代、苓北の３つの工業用水道事業を経営して

おります。 

 次に、２の経営状況でございます。 

 事業ごとの経営状況でございますが、(1)

の有明工業用水道事業につきましては、竜門

ダム関係経費の増大により、平成14年度から

赤字になっております。 

 このため、未利用水対策といたしまして、

荒尾、大牟田両市の上水道への転用を行いま

すとともに、さらなる経営改善に向けまし

て、商工観光労働部、地元市町、県企業局で

構成します有明工水需要開拓推進会議を中心

に、連携して誘致活動や需要拡大に取り組ん

でおります。 

 (2)の八代工業用水道事業につきまして

は、未利用水の水道事業への一部転用等によ

り収支は改善いたしましたが、依然として未

利用水を抱えていることから、給水対象企業

の掘り起こしなどに努めているところでござ

います。 

 (3)の苓北工業用水道事業につきまして

は、平成25年度に建設時の企業債償還も完了

し、経営は安定しております。 

 次に、３の主な事業でございますが、昨年

度に引き続き、有明工業用水道の主要設備更

新工事と八代工業用水道の導水管強靱化工事

に取り組むこととしております。 

 97ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業でございます。 

 １の施設等の状況のとおり、熊本市中央区

安政町の有料駐車場と新屋敷の第二有料駐車

場を経営しております。 

 ２の経営状況でございますが、経営的には

安定しており、毎年度純利益を計上しており

ます。これまで、耐震補強、あるいは運転者

の視点に配慮した看板等を設置するなど、安

心、安全で、利用しやすい駐車場になります

よう努めておりまして、平成26年度の利用台

数は３年連続での増加となっております。な

お、平成28年度から、指定管理者制度へ移行

することとしております。 

 次に、３の主な工事でございますが、今年

度は、老朽化しましたエレベーターの更新並

びに場内照明のＬＥＤ化などを予定しており

ます。 

 次に、工務課長から、主要発電所の発電設

備工事及びＦＩＴ適用について説明させてい

ただきます。 

 

○武田工務課長 工務課でございます。 

 資料戻りまして、94ページをお願いいたし

ます。 

 主要発電所の発電設備更新及びＦＩＴ適用

について御説明いたします。 

 企業局では、主力発電所の老朽化や電力自

由化への対応が課題となっておりまして、Ｆ

ＩＴ活用による収益の安定化、老朽設備の更

新によります電力の安定供給を行い、経営基

盤の強化を図りたいと考えております。 
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 (1)の対象発電所、ここに掲げております

市房第一、第二、緑川第一、第二の４発電所

で、耐用年数を大幅に上回る54年、44年の年

数が経過しております。 

 (2)の事業内容でございますが、対象発電

所の水車発電機をメーンに、その周辺機器の

主要な設備を更新することとしております。 

 更新するに当たりましては、４発電所の年

間の発生電力量ですけれども、480万キロワ

ットアワー、これ一般家庭で1,200戸分の年

間消費電力量に相当しますが、その分が発電

能力がふえるものと見込んでおります。 

 (3)の総事業費でございますが、総事業費

で102億円を見込んでおります。 

 ①の設計関係ですけれども、26年、27年で

トータル6,500万、27年度予算は3,200万余を

計上しております。 

 また、本体の工事ですけれども、101億円

余を予定しております。これは、27年度から

32年度の債務となっておりまして、今年度分

はゼロとなっております。 

 95ページでございますが、そのスケジュー

ルでございます。 

 設計を含む全体工期は、26年から32年度の

７年間を予定しております。それぞれ本体の

工事は、市房関係が30年度、31年度、緑川関

係が31年度、32年度を予定しております。 

 このＦＩＴ適用によりまして、売電価格、

現在の8.14円から24円というふうに増収とな

る見込みでございまして、収支の見込みは、

差し引きで年間約14億の収益を見込んでおり

ます。それらの費用は、今後の災害や故障対

策、また、施設の老朽化対策、ダム湖などの

環境対策の費用に充てることを考えておりま

して、今後の電力の安定供給の費用としたい

と考えております。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 次に、労働委員会事務局

から説明をお願いします。 

 

○白濱労働委員会事務局長 まず初めに、労

働委員会の組織機構について御説明申し上げ

ます。 

 組織機構資料の22ページをお願いします。 

 労働委員会は、労使間に紛争が生じ、自主

的な話し合いで問題が解決できない場合に、

あっせんの実施や救済命令の発令、あるいは

和解などにより紛争解決を早め、安定した労

使関係を築くことを目的として、労働組合法

に基づきまして設置された行政委員会でござ

います。 

 当委員会は、公益、労働者及び使用者の代

表各５名、計15名の委員で構成されておりま

す。 

 事務局は、事務局長を含め９名の職員で構

成され、役付職員及び事務分掌は、組織機構

資料の23ページのとおりとなっております。 

 次に、平成27年度当初予算、主要事業及び

新規事業を御説明申し上げます。 

 資料の98ページをお願いいたします。 

 当委員会の当初予算は、委員会費が、委員

報酬2,676万円余、事務局費が、職員給与費

6,066万円余及び運営費519万円余で構成され

ておりまして、総額が9,263万円余となって

おります。 

 次に、主要事業を御説明申し上げます。 

 資料の99ページをお願いいたします。 

 労働委員会の業務は、主なものとして３つ

ございます。 

 第１は、不当労働行為事件の審査業務でご

ざいます。 

 これは、使用者が労働組合活動を阻害する

などの行為を行った場合に、労働組合または

労働者個人からの救済申し立てを受けまして

審査を行い、必要に応じて、救済命令あるい

は和解等により解決を図るものでございま

す。 

 第２は、労働争議、いわゆる集団的労使紛

争の調整業務でございます。 



第２回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成27年７月１日) 

 - 31 - 

 これは、労働組合と使用者との間の紛争

が、労使の自主的な話し合いで解決しない場

合に、当事者からの申請に基づきまして、あ

っせんなどを行い、解決を図るものでござい

ます。 

 第３は、個別労働関係紛争のあっせん業務

でございます。労働者個人と使用者との紛争

を解決するためのものでございます。 

 以上、労働委員会の概要でございます。よ

ろしく御審議いただきますよう、お願い申し

上げます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

了しました。しばらく休憩します。午後１時

10分から再開します。 

  午後０時８分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時10分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

○田代環境生活部長 会議の始まります前

に、委員の皆様に御報告申し上げます。 

 午前中に御報告をしておりました大雤の対

応状況でございますけれども、県下の大雤洪

水警報が注意報に切りかえられまして、ま

た、土砂災害警戒情報が解除されましたこと

を受けまして、正午過ぎに県の災害警戒本部

が廃止となっておりますので、以上御報告い

たします。 

 

○田代国広委員長 商工観光労働部、企業

局、労働委員会事務局の説明に対する質疑を

受けたいと思います。質疑ありませんか。 

 

○鎌田聡委員 46ページから47ページ、経済

対策といいますか、地域消費喚起分で、商品

券と、その前がネットの割引ですね。これの

状況をお聞かせいただきたい。 

 

○原山商工振興金融課長 まず、特産品販売

促進事業のほうでございますが、６月29日月

曜日に販売を開始いたしたところでございま

す。第１弾が、阿蘇と天草のボックスという

ことで、３割引きで詰め合わせのセット販売

を始めたという段階でございます。これは、

インターネット等で今販売をしております。 

 それから、もう一つの下の共同店舗等割増

クーポン券付与事業のほうでございますが、

10店舗で今やっておりますけれども、そのう

ち、熊本市、山鹿市、天草市、南関町、甲佐

町にございます６店舗は、５月から順次開始

をしておりまして、残りの菊池市、上天草

市、苓北町に所在する４店舗は、９月以降の

実施予定となっております。そういう状況で

ございます。 

 

○鎌田聡委員 で、どうなんですか。ちょっ

と売れ行きがいま一つという話も聞いており

ますけれども、先行でやっているところの状

況を教えてください。 

 

○原山商工振興金融課長 うまかモンＢＯＸ

につきましては、ちょっと発売したばかりで

ございまして……。 

 

○鎌田聡委員 それじゃなくて12番のやつ。 

 

○原山商工振興金融課長 もう一つの共同店

舗のほうにつきましては、それぞれでござい

ますけれども、大体、尐ないところで――10

0％売れたところもありますし、40％、70

％、60％と、それぞれですね。という状況で

ございまして、それなりに売れているのかな

という状況はございますけれども。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

 それとあわせて、観光のほうで、80ページ

に旅行券もありましたですね。これの状況も

教えてください。 
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○満原観光課長 観光課でございます。 

 プレミアムつき旅行券ということで、ま

ず、４月の20日から、着地型旅行商品販売サ

イトのＶＩＳＩＴ熊本県での旅行券を４月20

日から発売いたしまして、５月７日に完売い

たしております。枚数は10万8,000枚でござ

います。 

 あと、ネット系の旅行会社、楽天とか、じ

ゃらん、それからＪＴＢ等については、特に

ネット系については、クーポン券は発行中で

ございまして、まだ状況というのは入ってお

りません。 

 それから、リアル系といいますか、ＪＴＢ

とか近畿日本ツーリスト等が発売するものに

ついては、まだこれからという形になってお

ります。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 完売したところのやつは、こ

れは結局県民の方が多いんですか。買われた

方というのは、どうなんですか、県外の方な

んですか。 

 

○満原観光課長 約55％が熊本県内でござい

ます。それ以外が県外という形になっており

ますけれども、次に多いのが福岡県という状

況で、約15％ぐらいだったかと思います。 

 以上でございます。 

 

○鎌田聡委員 10万8,000枚ということで、

大体これは幾らぐらいの券になるんですか。 

 

○満原観光課長 １枚が5,000円でございま

して、宿泊費用に充当できる旅行券として5,

000円の券を売っています。実際の販売価格

は2,500円でございます。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 ４月20日から販売されて、５

月７日に完売されたということでありまし

て、もう使われているんですか、その分は。

まだ持たれているんですかね。 

 

○満原観光課長 これは購入してから６カ月

以内で使う形になっておりまして、もう既に

使われております。 

 

○鎌田聡委員 もう全て使われているという

ことでよろしいんですか。 

 

○満原観光課長 まだ全てではないと思いま

す。その辺については、まだ宿泊施設等から

状況は上がってきておりません。 

 

○鎌田聡委員 結構、それだけ倍額のプレミ

アムですから、それなりの人気があるんでし

ょうけれども、あと、報道でも尐し聞いてお

りますけれども、買った後転売とか、そうい

ったのも尐しあるような話も聞いております

けれども、なかなかそこら辺の規制というの

は難しいかもしれませんけれども、いずれに

しましても、やっぱりこれがきちんと県の宿

泊施設でそれは使われるはずと思いますけれ

ども、そういったことで、うまくそういった

効果に結びつくように持っていけたらなとい

うふうに考えていますので、その辺の点もぜ

ひよろしくお願いしたいと思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○西岡勝成委員 外国人観光客の動向なんで

すけれども、円安によって、国内も1,800万

人ぐらいの予想ができるような感じになって

いるんですかね。東京オリンピックまでに

2,000万人というような目標を立てておりま

すが、まず、県内の動向は、どう把握されて

いるんでしょうか。 

 

○満原観光課長 現時点におきまして、26年
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度の観光庁の発表があっておるんですが、全

国の数値が出ておるのですが、県内の数値が

出ております。25年度に比べまして、約12.8

％伸びた人数で、48万人弱ぐらいだったかと

思います。ただ、どこの国からというのは、

まだ統計上出ておりませんので、そこのとこ

ろはもう尐しかかるかと思います。 

 

○西岡勝成委員 ぐんとこれはふえてくると

思うんですね。クルーズ船にいたしまして

も、10隻ですか、予定されていると。30隻に

なるかもしれぬというような予想もできてま

すけれども、この前、金子代議士と一緒に、

クルーズ船が八代港に入るときに、天草から

入るあの海峡の景色が非常にいいという評判

があるということで、私たち、わざわざ船に

乗って、牛深から出航して八代港まで行った

んですが、せっかくクルーズ船が来て、オプ

ショナルツアーというんですかね、どういう

ところに散らばって、大体例えば何日間停泊

をして、どういうところに散らばっているの

か、把握されてますか。 

 

○満原観光課長 宿泊はございません。国に

よって、観光客の旅行目的というのがちょっ

と違いまして、例えば６月14日に来ました中

国、主に中国のお客様にとっては、一応バス

で３つの地域にランドオペレーター社が誘導

しているんですけれども、ショッピングモー

ルと熊本城城彩苑だけでございました。今週

の月曜日に、また来てるんですが、これは台

湾からのお客様が主体でございまして、そこ

は阿蘇とか熊本城のほうに誘導いたしており

ます。 

 以上です。 

 

○西岡勝成委員 要するに、船に寝泊まりし

ながら出るという話でしょうから、その船と

いうのは何泊するんですか。八代港に何日ぐ

らい停泊するんですか。 

 

○寺野企業立地課長 朝入りまして夕方出て

いく日帰りになっております、10隻予定と

も。昨年、コスタアトランチカが、八代の花

火大会でたまたま１泊したということで、基

本的には日帰りが基本でございます、今来て

いるのは。 

 

○西岡勝成委員 せっかく八代港に寄港する

のに、オプショナルツアーにしても、天草あ

たりに船で来てくれると、非常にバスよりも

近いし、ありがたいと思うんですけれども、

そういう戦略というものはないんでしょう

か。 

 

○満原観光課長 例えば、今委員が御指摘に

なられた天草等でございますけれども、実

際、熊本に来て、どういう旅行のツアーを組

むかというのは、旅行会社、日本の手配会

社、ランドオペレーター社というんですが、

そこがやっております。 

 ６月の初めに入りまして、例えば、天草の

振興局とともに、福岡のランドオペレーター

社のほうにＰＲに行っております。現実に、

例えば天草の船会社のほうがついた場合に

は、天草まで持っていくというようなことの

体制は整えておりますので、これからも、ラ

ンドオペレーター社に対して売り込みをかけ

ていきたいというふうに考えております。 

 

○西岡勝成委員 ぜひ、天草ばかりじゃなく

て、県下に──せっかく5,000人とか１万人

とか乗ってくる観光客ですから、非常に大き

いインパクトがありますので、その辺の売り

込みは、ぜひ県内で金を落としていただくよ

うな形をとってもらいたいと思いますし、ま

た、外人の観光客に対する広告ですね。道案

内とか、そういう案内あたりが、まだまだ不

十分ですよね。これはもう今からどんどん世

界遺産も含めて外国人がふえてくるので、さ
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っき環境のほうでもちょっと聞こうかと思っ

たんですけれども、案内板の設置について

は、ぜひ積極的に──やっぱり京都とか奈良

に行くと全然違いますよね、案内板の設置の

外国人に対する配慮が。その辺は、まだ熊本

県は随分おくれていると思うので、ぜひ負け

ぬように金使って整備してください。 

 

○村上寅美委員 今、外国のツアーの──西

岡先生から話されたけど、八代に来て日帰り

というのは、熊本港にも何便か入るもんね、

熊本港にも。だから、これはツアー会社が日

本のツアーと組んでるわけ。それとも、現地

の韓国とか中国のツアー会社の単独企画でこ

っち来よるのかな。その辺はどうなのかな。 

 

○満原観光課長 今委員のおっしゃられたと

おり、向こうが、例えば中国とか台湾の会社

が全部を企画する場合と、それから日本のほ

うの会社がツアーを企画する、２つございま

す。両方あります。 

 

○村上寅美委員 両面ね。それで、八代港

は、何か今15メーター届いたか届かぬかで、

熊本港は何メーターね。水深。 

 

○寺野企業立地課長 マイナス7.5でござい

ます。 

 

○村上寅美委員 7.5じゃ何トンまで入る

の。 

 

○寺野企業立地課長 5,000トンでございま

す。 

 

○村上寅美委員 5,000トン。 

 

○寺野企業立地課長 ２万トンです、クルー

ズ船は。 

 

○村上寅美委員 ２万トンと5,000トンじゃ

大分違う。 

 

○寺野企業立地課長 貨物船とクルーズ船を

勘違いしておりました。済みません。 

 

○村上寅美委員 八代には。 

 

○寺野企業立地課長 八代は、今16万トンま

で入るような状況になっております。 

 

○村上寅美委員 関連だけど、これはここで

の問題じゃ──企業誘致がここにおるだろ

う。企業誘致がおるからだけど、熊本港ね。

これまで1,500～1,600億使って、あれだけ埋

め立てをして、企業誘致が何ができたの、内

容は。 

 

○寺野企業立地課長 まず、貨物のコンテナ

をふやす努力をやっておりまして、熊本港も

１次分譲地ということで、物流倉庫あたりが

誘致しております。 

 

○村上寅美委員 だから、１次分譲は終わっ

た。どこか来たの。 

 

○寺野企業立地課長 もう尐し残っておりま

して、今まで、エコポートさんですとか、地

元の運送会社あたりが入っております。 

 

○村上寅美委員 俺が知る限り、産業廃棄物

の中間処理か最終かわからぬけど、そういう

のが２～３社入っているというふうには聞い

たけど、やっぱり港だから、その港の核にな

る何かが入ってくれないとね。例えば、日通

とか、一つの例として、港に関連するものが

入ってくれないと発展しないんじゃないかな

と思うのと、この7.5はもう尐し掘れぬのか

ね。これはここじゃないか。 
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○寺野企業立地課長 先生がおっしゃるよう

に、物流港としての機能を高めるという観点

で、付加価値が高いと申し上げていますけれ

ども、保税倉庫あたりの誘致に行ってまし

て、近々に地元の業者がそういうことを始め

たいということが一つ動いております。 

 7.5につきましては、土木部が所管してい

るんですけれども、今のところ7.5というこ

とでございます。 

 

○村上寅美委員 それで、例えばあれをつく

るときの意気込みは、これはもうしようがな

いけど、やっぱり本田技研とセットして、熊

本から出そうというぐらいの勢いでスタート

しているわけだな。ところが、本田は、15メ

ーターだったら、船としては八代で十分なん

だよね。しかし、博多港に行きよるね、中心

は。その辺はどうなの。 

 

○寺野企業立地課長 本田につきましては、

この４月から、シンガポール、韓国向け──

シンガポールは、釜山でトランシップします

けれども、10程度のコンテナの輸出を始めて

いただいております。 

 

○村上寅美委員 どっちで。 

 

○寺野企業立地課長 熊本港です。 

 

○村上寅美委員 ということは、もうちょっ

と、土木の話だけど、観光面にしても、やっ

ぱり中途半端で、1,600億も投資しているん

だから、やっぱり有効利用するとすれば、俺

も──地形は、有明海だから干満の差はひど

いしね。ようわかるたい、俺も漁師だから。

漁師の子供だから、ようわかっとるけど、せ

っかく、投資効果を言うわけじゃないけど、

やっぱり観光面か、九州のネットワークぐら

いは十二分に使えるような港にしてほしい

な。これは土木だから、要望で結構です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了します。 

 本委員会に付託された議案等を議題とし、

これについて審査を行います。 

 議案等について、環境生活部、商工観光労

働部、企業局の順に執行部の説明を求めま

す。 

 それでは、関係課長から資料に従い説明を

お願いします。 

 初めに、田中水俣病保健課長。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 恐縮でございますが、御説明に入ります前

に、午前中、中村委員からの御質問に対する

回答につきまして、１点だけ補足をさせてい

ただきたいと思います。 

 一時金支払い総額のお尋ねにつきまして、

先ほどお答えをいたしました数字には、裁判

の和解による金額が含まれておりました。 

 お尋ねがありました特措法についてのみ申

し上げれば、鹿児島県を含めまして約600億

円、熊本県のみは約400億円でございます。 

 以上、申しわけございませんが、補足をさ

せていただきます。 

 それでは、恐縮でございますが、経済環境

常任委員会説明資料の２ページをお願い申し

上げます。 

 繰越計算書でございます。 

 表の中ほどの事業名の水俣病関連情報発信

支援事業費でございます。これは、水俣市立

水俣病資料館の展示改修に補助するものでご

ざいます。 

 資料館は、平成５年の開館から20年以上が

経過しておりまして、全面改修に取り組んで

おりますが、実施設計に時間を要しましたこ

とにより、8,975万5,000円を繰り越しさせて

いただいております。既に実施設計は完了い

たしまして、来年３月に向けて展示物等の製
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作を行っております。 

 水俣病保健課は以上でございます。よろし

くお願い申し上げます。 

 

○佐藤環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 資料の３ページをお願いします。 

 繰越計算書の報告でございますが、市町村

等再生可能エネルギー等導入推進事業につき

まして、１億1,200万円余を繰り越しており

ます。 

 この事業は、市町村等が災害時に地域の防

災拠点や避難所となる施設へ太陽光発電や蓄

電池等の再生可能エネルギーを導入する事業

に対して補助を行うものですが、繰り越し理

由欄に記載しておりますとおり、市町村にお

きまして、関連資材の納期おくれや詳細設計

の見直しなどにより、年度内に工事が完了し

なかったため、繰り越したものでございま

す。 

 なお、５件のうち１件は既に竣工しており

まして、残り１件も計画どおり進捗しており

ます。 

 以上、御審議よろしくお願いいたします。 

 

○川上自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料４ページの繰越計算書をお願いいたし

ます。 

 指定管理鳥獣捕獲等事業の1,000万円余と

自然公園観光施設等整備事業費の2,200万円

余の２事業でございますけれども、両事業と

も、平成26年度２月補正、国の経済対策の事

業でございまして、全額繰り越しし、本年度

事業を実施するものでございます。 

 次に、資料９ページをお願いいたします。 

 熊本県鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律等に基づく標識の寸法を定

める条例の一部を改正する条例の制定につい

てでございます。 

 次ページの概要により説明させていただき

ます。 

 改正の趣旨でございますが、この条例の根

拠となる法律施行規則の名称が、法律名の改

正に伴い、鳥獣保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律施行規則と、管理を加える

形で改正されたことから、条文の一部を改め

るものでございます。 

 自然保護課は以上でございます。よろしく

御審議のほどお願いします。 

 

○岡田廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 ５ページをお願いいたします。 

 繰越計算書でございます。 

 まず、海岸漂着物対策推進事業費でござい

ます。 

 この事業は、国の補助金を活用し、海岸漂

着物の回収処理を行うもので、2,900万円余

を本年度に繰り越すものでございます。 

 繰り越しの理由でございますが、本年２月

に成立した国の経済対策補正予算に伴う事業

でありますため、平成26年度内の事業完了期

間が確保できないことによりまして、繰り越

しをさせていただくものでございます。 

 次に、公共関与推進事業費でございます。 

 こちらにつきましては、管理型最終処分

場、エコアくまもとの施設整備に対する補助

分につきまして、２億5,500万円余を繰り越

すものでございます。 

 繰り越しの理由でございますが、平成26年

度に予定しておりました浸出水処理施設工事

におきまして、機械及び電気設備の据えつけ

に時間を要したことによりまして繰り越すも

のでございます。なお、７月末には工事を完

了する予定でございます。 

 最後に、公共関与アクセス道路整備事業費

でございます。 

 この事業は、南関町から受託して行う事業

でございまして、１億7,700万円余を繰り越
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すものでございます。 

 繰り越しの理由でございますが、地元の要

望によりましてルートの変更に時間を要し、

予定していた橋梁下部工事等の期間を確保で

きなかったことによりまして繰り越すもので

ございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○前野消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料の６ページをお願いいたします。 

 消費者行政推進費といたしまして、1,353

万円余の増額をお願いしております。 

 これは、右側の説明欄にございますとお

り、(1)の地方消費者行政活性化事業といた

しまして、相談員の能力向上のための通信講

座、熊本市の地域サポーター養成に要する経

費でございます。 

 (2)の消費者教育推進事業といたしまし

て、障害者に対する消費者教育教材の作成に

要する経費でございます。 

 両事業とも、国からの交付金あるいは県の

消費者行政活性化基金を活用するものでござ

います。 

 続きまして、資料の７ページをお願いいた

します。 

 繰越計算書でございます。 

 国の経済対策を活用して、国の交付金を財

源といたしまして、２月補正で予算化したも

のでございます。市や町の相談対応能力向上

に向けた地方消費者行政活性化事業と消費者

教育推進計画の周知を図るための消費者教育

推進事業でございますが、国の交付決定が年

度末になり、年度内の事業完了が見込めない

ため、全額を繰り越したものでございます。

なお、両事業とも既に着手済みでございま

す。 

 続きまして、11ページをお願いいたしま

す。 

 議案第13号熊本県消費者行政活性化基金条

例の一部を改正する条例の制定をお願いして

おります。 

 12ページの条例案の概要をお願いいたしま

す。 

 内容の欄の２に示しておりますが、条例の

附則第２項に定める条例の失効期限を、現在

平成27年12月31日となっておりますものを平

成30年12月31日に延長するものでございま

す。国の基金管理運営要領の改正により、事

業の実施期間が延長されましたことに伴う条

例改正でございます。 

 消費生活課は以上でございます。よろしく

御審議のほどお願いいたします。 

 

○大谷男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課です。 

 関係資料の８ページをお願いいたします。 

 繰越計算書でございます。 

 地域女性活躍加速化事業費につきまして

は、女性の活躍を支援する事業ですけれど

も、国の交付決定が26年度末になり、年度内

に業務完了が見込めないため、繰り越したも

のでございます。 

 御審議方よろしくお願いいたします。 

 

○原山商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 資料の14ページをお願いいたします。 

 繰越計算書でございます。 

 表に記載しております小規模事業者等経営

力強化支援事業費(持続的発展)及び下段の小

規模事業者等経営力強化支援事業費(成長発

展)につきましては、平成26年度２月補正予

算におきまして、国の経済対策に係る交付金

を活用して計上いたしておりますが、国の交

付決定が年度末になったことにより、その全

額を繰り越しているものです。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願い申し上げます。 
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○松岡労働雇用課長 同じく資料15ページを

お願いします。 

 同じく繰越計算書でございます。 

 国の経済対策に係る交付金を活用して計上

した県外若年者等の県内企業インターンシッ

プ促進事業費ほか５件、16ページにわたって

おりますが、その全額を繰り越しているもの

でございます。 

 労働雇用課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○石貫産業人材育成課長 資料の17ページを

お願いいたします。 

 国の経済対策に係る交付金を活用して計上

いたしております小規模事業者ものづくり人

材育成支援事業費につきまして、その全額を

繰り越しているものです。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○古森産業支援課長 産業支援課です。 

 資料の18ページをお願いします。 

 工鉱業総務費の国庫支出金返納金で89万

2,000円の増額をお願いしております。 

 これは、一般財団法人の荒尾産炭地域振興

センターに係るものですが、このセンターで

は、国と県からの補助金を受け、平成７年に

産炭地域活性化基金を10億円造成しました。

この基金を活用して、企業誘致や万田坑関連

事業など、地域振興や産業振興に係る事業に

助成を行い、平成23年度末に基金全額を取り

崩し、事業を完了しておりました。 

 その後、本年１月に、九州経済局から基金

造成費補助金等の活用に関する指針が発出さ

れ、荒尾産炭地域振興センターが改めて精査

した結果、余剰金として利子が存在すること

が判明したことから、センターからの返還を

受けて国に返納するものです。 

 続いて、19ページをお願いします。 

 繰越計算書です。 

 こちらは、国の経済対策に係る交付金を活

用して計上した小規模事業者等支援事業費ほ

か３件について、その全額を繰り越している

ものです。 

 産業支援課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○村井エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 説明資料の20ページをお願いいたします。

ページ右の説明欄をごらんください。 

 工業振興費、燃料電池自動車普及促進事業

につきまして、7,980万円余の増額を計上し

ております。 

 これは、当初予算に計上しておりました燃

料電池自動車、ＦＣＶに燃料を供給する水素

ステーションの整備に要する経費の増額をお

願いするものです。 

 この水素ステーションは、日本初の小規模

ステーションとして、本年度から市販化され

ますが、当初、メーカーは、これまで実証展

開してきた設備基準をもとに設計し、経費を

見積もっていました。 

 しかし、市販化に当たって、国は、より安

全性を向上させるため、大規模ステーション

と同等の基準を適用することをことし３月に

決めました。そのため、メーカーがその新し

い基準に合わせ設計を見直し、経費の増額が

必要となったものです。 

 県としましては、新４カ年戦略にも位置づ

けて取り組んでいる事業であり、また、本年

度においては、環境省の４分の３という高率

の補助事業も活用できることから、本年度整

備するための経費の増額分の補正をお願いす

るものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○寺野企業立地課長 企業立地課でございま

す。 
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 同じく資料の21ページをお願いします。 

 国の経済対策に係る交付金を活用して計上

しましたグローバル企業誘致推進事業費ほか

１件につきまして、その全額を繰り越してい

るものでございます。 

 資料28ページをお願いします。 

 第７号議案の熊本県工場等設置奨励条例及

び熊本県税特別措置条例の一部を改正する条

例について御説明します。 

 概要により御説明したいと思いますので、

恐れ入りますが、資料32ページをお願いしま

す。 

 本県におきましては、産業振興を図ること

を目的に、県内に工場等を新設し、または増

設したもの、――誘致企業、地場企業ともど

もですが、に対しまして、県税の課税免除、

もしくは不均一課税を行っておりますが、課

税免除等を行うに当たりましては、熊本県工

場等設置奨励条例におきまして、対象となる

適用工場を指定することとしております。 

 １の条例改正の趣旨は、本年４月１日の山

村振興法と半島振興法の一部改正及び関係省

令の改正を踏まえまして、関係条例の規定を

整備するものでございます。 

 ２の主な内容でございますが、(1)のアに

記載しておりますとおり、法改正によりまし

て、課税免除等の対象に新たに加えられた農

林水産物等販売業の用に供する施設または設

備を対象にするものでございます。具体的に

は、観光客向けの農林水産物の直売所や農家

レストランなどが対象になるものでございま

す。 

 次に、イに記載しておりますとおり、同じ

く法改正により、課税免除等の対象となる区

域等が改められたことに伴いまして、関係規

定を整備するものでございます。これは、半

島地域、山村地域を有する市町村が、必要な

区域を定めることとなったもので、その区域

に対しまして、地方交付税の算定における減

収補塡措置の適用がなされることから、改正

を行うものでございます。 

 なお、(2)に記載しております熊本県税特

別措置条例につきましては、所管の総務常任

委員会において審議されますことを申し添え

ます。 

 企業立地課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○満原観光課長 観光課でございます。 

 説明資料の22ページをお願いいたします。 

 観光客誘致対策費で6,908万円余の増額補

正をお願いしております。 

 これは、ラグビーワールドカップ2019の推

進に係る経費でございまして、公益財団法人

ラグビーワールドカップ2019組織委員会に対

する分担金の拠出やプロモーションの活動費

などとなっております。 

 次に、資料の23ページをお願いいたしま

す。 

 ラグビーワールドカップ2019推進事業に係

る債務負担行為の設定でございます。 

 これは、組織委員会から総額３億円の分担

金を求められているため、県と熊本市で均等

に案分し、県としては、３年間で総額１億5,

000万円を負担するものでございます。 

 平成27年度分は、先ほど御説明いたしまし

た6,908万円余に含まれておりますので、次

年度以降、１年間当たり5,000万円の限度額

の設定をお願いするものでございます。 

 次に、24ページをお願いいたします。 

 平成26年度２月補正予算において、国の経

済対策に係る交付金を活用して計上した映像

コンテンツ展開事業費ほか２件について、そ

の全額を繰り越しているものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○磯田国際課長 国際課でございます。 

 25ページをお願いします。 

 国の経済対策に係る交付金を活用して計上
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した台湾・アセアン・香港経済交流事業費及

び中国経済交流促進事業費について、その全

額を繰り越しているものでございます。 

 国際課は以上でございます。よろしくお願

い申し上げます。 

 

○成尾くまもとブランド推進課長 くまもと

ブランド推進課でございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 工鉱業総務費といたしまして、665万円余

を計上しております。 

 これは、産業展示場施設関連事業費といた

しまして、熊本産業展示場で、ことしの２月

に入りまして、中央監視システムの一部にふ

ぐあいが生じ、現在、応急措置をして対応中

でございます。基幹部分でふぐあいが生じれ

ば、施設全体の運営に支障を来すおそれがあ

るものですから、今回、中央監視システムの

更新に係る設計費を計上させていただいてお

ります。 

 なお、システム全体の更新につきまして

は、来年度当初予算において、工事管理委託

に関する予算を要求させていただいた上で、

来年度中の実施を想定しているところでござ

います。 

 次に、27ページをお願いいたします。 

 繰越計算書です。 

 国の経済対策に係る交付金を活用して計上

したくまもとの酒消費拡大推進事業につい

て、その全額を繰り越しているものでござい

ます。 

 ブランド推進課は以上でございます。御審

議よろしくお願いいたします。 

 

○福島企業局次長 企業局でございます。 

 説明資料の33ページをお願いいたします。 

 まず、電気事業会計の建設改良費繰り越し

に係る報告でございます。 

 33ページ上段の２件は、市房発電所及び緑

川発電所の水車発電機の更新に係る詳細設計

の業務委託でございますけれども、年度末の

出水によりまして、年度内に予定しておりま

した現地調査が実施できなかったことから、

27年度へ繰り越しを行ったものでございま

す。残りの３件と、34ページの２件は、荒瀬

ダム撤去工事に関するものでございます。 

 まず、33ページ３段目のダム本体撤去工事

でございますが、想定外の構造物の撤去に不

測の日数を要し、年度内に予定していた工事

の一部が完了しなかったことから、平成27年

度へ繰り越しを行ったものでございます。 

 次の砂れき除去についてでございますが、

年度末の出水により、想定外の土砂堆積物が

確認され、その測量に不測の日数を要したこ

とから、繰り越しを行ったものでございま

す。 

 33ページの一番下と34ページの３件につき

ましては、路側構造物補強、環境モニタリン

グ調査の委託、国の交付金対象事業実施に伴

う一般会計に対する企業局の負担金でござい

ますが、関係機関との調整に不測の日数を要

しましたことや、荒瀬ダム撤去フォローアッ

プ専門委員会の意見等を踏まえ、見直しを行

ったことから、27年度へ繰り越しを行ったも

のでございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 電気事業会計の事故繰越に関する報告でご

ざいます。 

 地方公営企業においては、一般会計の明許

繰り越し制度がございません。建設改良費繰

り越し以外は、全て事故繰越となっておりま

す。事故繰越１件は、修繕箇所を調べました

ところ、部品の仕様変更が必要となりました

ことから、その製造に不測の日数を要しまし

たことから、27年度へ繰り越しを行ったもの

でございます。 

 企業局の繰り越しに係る報告は以上でござ

います。よろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終
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了しましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

質疑はありませんか。 

 

○鎌田聡委員 20ページのエネルギー政策課

のＦＣＶの水素ステーション整備ですね。 

 何か大規模ステーションと同等のやつをや

らなければならないということで、7,984万

円の増額ということでありますけれども、こ

れは、水素ステーションは、たしか県庁につ

くるというやつだったと思いますけれども、

大体それを足して幾らになるんですかね、水

素ステーションは。 

 

○村井エネルギー政策課長 補正額を認めて

いただいた後には、本体工事費、設計費合わ

せて１億6,900万円余です。 

 

○鎌田聡委員 結構な額になって、これが何

カ所かならわかるんですが、１カ所ですね。

結構な金額になりますけれども、大体県庁の

どのあたりにどのような施設を考えられてい

るんでしょうか。 

 

○村井エネルギー政策課長 まず、設置場所

につきましては、東門から入った道路沿いの

緑地帯のほうを、県庁敷地を管理しておりま

す管財課と協議の上で、そちらのほうにとい

うことで聞いております。面積的には非常に

小さいもので、本体自体であれば、８平方メ

ートルぐらいの投影面積を、３掛け３よりち

ょっと小さい……。 

 

○鎌田聡委員 小さいのはいいんですけれど

も、１億6,900万というのが、そもそもがよ

りもまた補正で倍以上になっとっとですよ

ね。何がまずくて、改善してこの額になった

のかというのが、尐しちょっと概略でも教え

ていただけたらと思いますけれども。 

 

○村井エネルギー政策課長 水素の性質とい

たしまして、水素は粒子が小そうございます

ので、金属に入り込んで金属をもろくする性

質がございます。そのために、タンクとか、

パイプとか、全てステンレス製を使っており

まして、その中に入っているニッケルという

のが、非常に水素をもろくする性質に抗す

る、抵抗するようなものになっております

が、当初予定されていましたものは、汎用材

料であるステンレスを使うこととして、例え

ば、さいたま市であるとか、北九州市には、

同じようなものを実証実験として展開してお

りましたので、メーカーとしては、その材料

を使って市販のパッケージ型の水素ステーシ

ョンも販売できるというふうに考えていたと

ころ、もう尐し安全性を高めるために、ニッ

ケルが規定以上入っているステンレスを使う

べきだと、使うという基準を国のほうが示し

たことにより、汎用に一般に出回っているス

テンレスの材料ではなくて、特注のステンレ

スの材料を使う必要ができたために、倍以上

金額が上がったというふうに聞いておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 安全性を言われたら、そうし

なければならないとは思いますけれども、結

構な、今までのやつよりも倍ということであ

りますから、これまでがどうなったのかとい

うのもありますけれども。 

 あと、ステーションをつくった後は、これ

は一般県民にも何か開放されるんですかね。

利用。今、ＦＣＶが、どのくらい県民に売れ

ているかわかりませんけれども、その状況

と、一般の方が何か使えるのかどうかという

のを教えていただきたいと思います。 

 

○村井エネルギー政策課長 まず、本県では

１台も走っておりません。本県には、水素ス

テーションもございません。今、やっと北部

九州で商用の水素ステーションが尐しずつ出
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てきて、ＦＣＶも、例えば福岡県庁であると

か福岡市役所とかに入ってきている状況でご

ざいます。 

 したがって、まずは県内でＦＣＶを走らせ

るということが、まず水素社会に向けた第一

歩だということで予算をいただいたところで

はございますけれども、一般向けに給油とい

いますか、水素を充塡できるかどうかについ

ては、今後のＦＣＶの導入状況とか、あるい

はそういう声が上がってくるかどうかも含め

て、要項、要領等で定めていきたいというふ

うに考えております。 

 

○鎌田聡委員 導入を促進させるために、こ

ういった取り組みをされると思いますから、

導入をしてもらうように働きかけも含めてや

っていくこととあわせて、やっぱりこれだけ

の費用をかけてステーションを整備されるわ

けですから、そういったのも県民に広く活用

してもらえるように、ぜひそういった方向で

取り組んでいっていただきたいというふうに

思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

 

○村井エネルギー政策課長 ＦＣＶ及び水素

ステーションの需要創出のために、官民合同

組織を今年度中に立ち上げて、県庁に導入し

ます水素ステーション、あるいはＦＣＶ等

を、その需要喚起のために十分に活用してま

いりたいと思っております。 

 

○鎌田聡委員 よろしくお願いします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 ほかになければ、これで質疑を終了しま

す。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第７号、第12号、第13号につい

て、一括して採決をしたいと思いますが、御

異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外３件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外３件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、請第１号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○前野消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 請第１号について御説明申し上げます。 

 この請願の趣旨は、深刻な社会問題であり

ます多重債務問題への対応の一環といたしま

して、本県で実施しております多重債務者生

活再生支援事業につきまして、平成28年度以

降も引き続き事業の継続を求めるというもの

でございます。 

 この事業は、多重債務者に対して、生活再

生を促すために、家計診断、生活指導及び債

務整理指導を行います。あわせて、債務整理

後の生活再生中に発生しました、例えば、子

供さんの入学金などの費用を臨時的な生活資

金といたしまして貸し付けを行うものでござ

います。 

 現在、グリーンコープ生活協同組合くまも

とに委託しております。平成22年６月から事

業を実施しております。 

 これまでの事業の実績は、平成26年度まで

の５年間の累計で、面談による相談件数が約

2,800件、貸し付けにつきましては、約370

件、金額で約１億7,600万円に達していると

ころでございます。 

 県の事業ということで、安心して相談に来

てもらえるというのが一番のメリットでござ

います。結果といたしまして、多重債務者か

らの相談の掘り起こしにつながり、また、多
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重債務者の生活再建に非常に有効な施策とな

っております。 

 説明は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第１号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （「採択」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第１号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第１号は採択とすることに決定い

たしました。 

 次に、請第３号について、執行部から状況

の説明をお願いします。 

 

○開田くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 請第３号につきまして御説明申し上げま

す。 

 この請願の要旨は、青尐年健全育成基本法

を制定するよう、国に対し意見書を提出され

るよう請願するというものでございます。 

 請願の理由は、青尐年の荒廃の要因としま

して、家庭や学校の問題、地域社会における

有害情報の氾濫等が指摘されており、これに

対処する都道府県条例の限界性を踏まえ、青

尐年の健全育成に対する基本理念、方針、関

係者の責務を明確にした一貫性ある包括的、

体系的な法整備が必要であるというものでご

ざいます。 

 青尐年健全育成基本法制定をめぐる国会の

動きとしましては、平成16年と平成26年に議

員提案で参議院へ提出されておりますが、国

会閉会に伴う委員会未付託のため、いずれも

廃案となっております。 

 本県におきましては、昭和46年に熊本県尐

年保護育成条例を制定しており、青尐年関連

法の制定や社会環境の変化等があれば、必要

に応じて条例の改正を行うなど、対応してい

るところでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

  （「ありません」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第３号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （「採択」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 採択という意見がありま

すので、採択についてお諮りいたします。 

 請第３号を採択することに御異議ありませ

んか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第３号は採択とすることに決定い

たしました。 

 ただいま採択を決定いたしました請第３号

は、国に対して意見書を提出してもらいたい

という請願であります。 

 お手元に配付しております意見書案をごら

んください。 

 配付しております意見書案は、請願の趣

旨、理由等、ほとんど内容は変わらないよう

でありますが、この案のとおりでよろしいで

しょうか。 

  （「委員長一任」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 よろしいですか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり） 
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○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

この意見書案を委員会として委員長名をもっ

て議長宛てに提出したいと思います。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○田代国広委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 議事次第に記載のとおり、執行部から報告

の申し出が８件あっております。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、担当課長から資料に従い報告を

お願いします。 

 

○藤本水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 お手元の資料、経済環境常任委員会報告事

項のうち、環境生活部の冊子の１ページをお

願いいたします。 

 水俣病対策の状況につきまして御説明させ

ていただきます。 

 １の水俣病対策の主な経緯についてです

が、一昨年の４月16日の最高裁判決以降の経

緯を記載しております。 

 ポイントのみ御説明させていただきます。 

 一昨年４月16日の最高裁判決では、水俣病

かどうかを判断するに際しては、総合的に検

討することが重要であるとの指摘がなされま

した。 

 そこで、県としては、総合的検討とはどの

ようなものであるのか、その具体化を環境省

に求めたところです。 

 その結果、恐れ入ります、資料の２ページ

をお願いいたします。 

 一番上の項目になりますが、昨年の３月７

日に、環境省から総合的検討についての通知

が発出されました。 

 このような最高裁判決後の一連の動きの中

で、大変申しわけありませんが、資料の１ペ

ージにお戻りいただきまして、下から５項目

目になります。 

 一昨年の10月25日に、水俣病認定申請棄却

処分に係る行政不服審査請求事件について、

国の不服審査会から、知事の棄却処分を取り

消すという裁決が出されました。そして、そ

の裁決には、不服審査会での判断について、

これまでの考え方を変更するといった内容の

記載がありました。 

 これに対して、環境省は、今回の裁決は個

別事案であり、参考事例であるとの見解を示

したことから、国の不服審査会と環境省で考

え方が異なる状況が生じることとなりまし

た。 

 このことから、県としましては、このまま

認定審査業務を継続することが困難であると

判断したところです。 

 そのため、下から３項目目になりますが、

一昨年の12月19日に、そのような現状認識で

あることを知事が表明するとともに、環境省

に対して、国の臨時水俣病認定審査会、いわ

ゆる臨水審で審査を行うよう求めたところで

す。 

 その結果、次の２ページをお願いいたしま

す。 

 上から４項目目になりますけれども、昨年

４月26日に、通算で35回目となる臨水審が12

年ぶりに開催されました。その後、昨年７月

５日と11月15日、それから、先週６月27日に

開催されております。 

 ことしに入ってからの動きにつきまして

は、３ページをお願いします。２項目目にな

ります。 

 本年２月18日に、公健法に基づく障害補償

費の支給に係る運用についての通知が、環境

省から発出されました。 

 また、３項目目になりますが、３月29日に
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は、県の認定審査会を開催し、会長、副会長

の選任を行ったところです。 

 以上が主な経緯のポイントであります。 

 次に、２の認定業務の状況ですが、(3)の

ところをお願いいたします。 

 県の認定審査会については、国の不服審査

会の裁決内容と臨水審での審査の双方を見き

わめた上で、県としての審査諮問の判断をす

ることとしており、いつでも開催できるよう

審査の前提となる疫学調査や検診を進めてお

ります。 

 次に、３の水俣病に関する裁判の状況につ

いてですが、現在、国、県及びチッソを被告

とする国家賠償等請求訴訟が５件、水俣病認

定基準通知の差しとめ等に係る行政訴訟が３

件、計８件の裁判が提起されております。 

 資料５ページからの一覧表に、それぞれの

裁判を掲載しておりますので、後ほどごらん

いただければと思います。 

 いずれの訴訟におきましても、県として、

司法の場で主張、立証を行い、適切に対応し

てまいります。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○家入環境政策課長 資料の４ページをお願

いいたします。 

 ４のチッソ株式会社の平成26年度決算の概

要について御説明させていただきます。 

 去る５月にチッソの平成26年度決算が発表

されました。主力である液晶分野において、

液晶テレビの大型化や、スマートフォン等、

中小型用途の需要の伸びに伴い、販売が増加

するとともに、円安による為替差益が発生し

た結果、経常利益が前年度を上回る約103億

円となりました。 

 平成12年度から実施されているチッソ金融

支援抜本策における経常利益の目標額53.2億

円をクリアしており、患者補償金の支払いに

支障のない水準が確保されております。 

 なお、平成27年度の業績予想につきまして

は、140億円の経常利益が予想されておりま

す。 

 資料の８ページ、９ページをお願いいたし

ます。 

 チッソの決算確定に伴い、金融支援抜本策

のルールに基づき試算した今年度の支援措置

額となっております。 

 ポイントを説明させていただきます。 

 まず、９ページの参考２の図の右側をごら

んいただきたいと思います。 

 今年度のチッソの経常利益の配分図でござ

います。 

 国の関係機関等で構成しますチッソ金融支

援連絡会議で申し合わせましたルールに基づ

き、患者補償費、租税公課、内部留保を除い

た今年度のチッソからの公的債務返済見込み

額は、中ほどの黒い部分になりますが、37.1

億円です。 

 ８ページの参考１をごらんいただきたいと

思います。 

 金融支援措置の仕組みを図にしたものです

が、ただいま申し上げた返済見込み額37.1億

円が、図の右側の３つの矢印の一番上の矢印

の⑥可能な範囲で返済と記載している部分に

当たります。 

 一方、本年度のヘドロ立替債と患者県債の

償還額が、左側の二重線で囲った部分(ア)の

66.5億円になります。 

 (ア)の66.5億円から、⑥の37.1億円を差し

引いた29.4億円に対し、抜本支援策に基づき

まして、８割を国庫補助金、２割を特別県債

で充当することとされております。 

 なお、この特別県債につきましては、元利

償還金が100％交付税措置されております。 

 以上でございます。 

 

○川越環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 報告事項の10ページをお願いいたします。 

 水俣湾環境対策基本方針に基づく水俣湾の
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環境調査結果及び水俣湾埋立地の点検・調査

結果について御報告いたします。 

 まず、１の水俣湾の水質及び魚介類等の水

銀調査結果でございます。 

 (1)の調査の趣旨でございますが、平成13

年に策定いたしました水俣湾環境対策基本方

針に基づき、中長期的視点から環境状況を把

握することとしております。 

 (2)の調査項目でございますが、水質、底

質、地下水、魚類、動物プランクトンの５項

目について、年間を通じて調査しておりま

す。 

 (3)に調査結果を記載しておりますが、水

質及び地下水ともに総水銀は検出されておら

ず、底質につきましても、３地点とも暫定除

去基準値である25ppmを下回っております。

魚類につきましても、カサゴ、ササノハベラ

の２魚種ともに魚介類の水銀の暫定的規制値

以下でございました。 

 11ページをお願いいたします。 

 動物プランクトンの総水銀値につきまして

は、例年並みの結果であり、問題のない数値

でございました。 

 今年度も、引き続き同様の調査を実施する

予定としております。 

 なお、参考といたしまして、ページの下半

分には調査地点を示した地図をつけておりま

す。 

 次に、12ページをお願いいたします。 

 水俣湾埋立地の点検・調査結果について御

説明いたします。 

 これは、港湾課、都市計画課が担当いたし

ておりまして、水俣港埋立地管理補修マニュ

アルに基づき、毎年実施されているものでご

ざいます。 

 調査内容と結果でございますが、わかりや

すいように下にある航空写真をごらんいただ

きながら御説明をしたいと思います。 

 まず、水質調査の１でございますが、白い

丸印で示しておりますところでございまし

て、埋立護岸の前面６地点の海水調査では、

水銀は検出されておりません。 

 次に、埋立地地盤調査でございますが、写

真の赤色と黄色で着色しているところが埋立

地部分となっております。地盤の標高を測量

し、従来の測定値と比較しながら、地盤の変

動状況を観察しているものでございますが、

地盤の異常な沈下、陥没等は見られませんで

した。 

 次に、構造物の変状調査でございます。 

 写真の中で水色の線で示しました部分でご

ざいます。護岸、岸壁、３つの排水路を対象

に調査が行われております。各施設とも構造

に影響を及ぼすような変状は確認されており

ません。 

 今後も、経過観察を行いながら、計画的に

補修を行い、埋立地の管理に万全を期される

ものと考えております。 

 引き続き、報告事項の13ページをお願いい

たします。 

 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく調

査測定等の平成26年度の結果について御報告

いたします。環境調査、行政調査、事業者に

よる自主調査の３つに分けて御報告いたしま

す。 

 まず、１の環境調査でございます。いわゆ

る一般環境の状況を調査しております。 

 調査は、県内を４ブロックに分け、ローリ

ングして調査を行っておりまして、平成26年

度は、主に菊池・阿蘇・上益城地域を調査し

ております。 

 調査の種類といたしましては、大気環境調

査、地下水質調査、公共用水域水質・底質調

査並びに土壌調査を行っております。 

 結果は、全て環境基準値以下でございまし

た。個別の結果につきましては、15ページか

ら16ページの表に示しております。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 ２の行政検査結果でございますが、法に基

づく基準適合状況を把握するため、特定工場
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からの排出ガスや排出水等の調査を実施して

おります。延べ14施設の調査のうち、１施設

で排出基準を超過していたため、改善命令を

行い、改善対策の完了後に基準を下回ったこ

とを確認しております。また、ばいじん、燃

え殻につきましては、施設延べ18検体の調査

を実施した結果、２施設で、ばいじんが特別

管理産業廃棄物に該当したため、指導の上、

適正に処理されたことを確認しております。 

 ３の法定自己検査結果でございます。 

 これは、法に基づきまして、特定施設の設

置者等に年１回以上の自己検査の実施が義務

づけられておるものでございますが、その実

施状況について調査を行っているものでござ

います。 

 平成26年度末現在の自己検査実施義務対象

施設は137施設でございます。検査を実施し

たものは、そのうち124施設であり、１施設

を除きまして、全て排出基準値以下でござい

ます。超過しました１施設は、改善対策を完

了しております。 

 なお、未実施が13施設ありますが、そのう

ち12施設が年間を通じて休止中でございまし

て、調査対象外になっております。残る１施

設につきましては、自己検査の速やかな実施

を指導し、本年４月の検査の結果、排出ガ

ス、ばいじん、焼却灰ともに基準値以下であ

ることを確認しております。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○奥薗商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 報告事項の商工観光労働部の冊子のほう、

１ページをお開きいただきたいと思います。 

 熊本県中小企業振興基本条例に基づく取り

組みについて御報告いたします。 

 この条例は、議員提案で昨年12月に改正を

いただいたものでございます。本県の中小企

業振興対策の基本となるものでございます。 

 最初に、平成26年度取り組みの成果につい

て御報告いたします。 

 まず、条例の周知、受注機会の増大等につ

きましては、条例の周知活動とともに、県が

みずから発注する工事、物品、役務に対しま

して、受注機会の増大に取り組んでおり、近

直の数字で約86％の率を確保しておるところ

でございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 中小企業振興に関する基本方針に沿って実

施いたしました施策を整理しております。 

 １番目に、産業の高付加価値化及び新たな

産業の創出の促進を初めといたしまして、11

の柱立てで各種取り組みを進めておりますけ

れども、長くなりますので、詳細については

省略させていただきます。 

 飛びまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 小規模企業振興に関する基本方針に基づく

取組みで、この部分が昨年の改正で新規に加

わったものでございます。 

 小規模企業と申しますのは、改めて申しま

すものでございますけれども、中小企業数

が、従業員数が製造業で20人以下、商業、サ

ービス業では５人以下の企業を申します。本

県では、約87％の事業所がこの小規模企業で

ございまして、地域経済を支えているもので

ございます。ここでは、４つの柱立てで各事

業を整理しているところでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 26年度事業を踏まえまして、小規模事業者

支援の強化、それから人材育成・確保、付加

価値創造力の強化と、３つの課題があるとい

うことで総括をしております。 

 12ページをお願いいたします。 

 ただいま申しました課題を踏まえまして、

平成27年度の主な新規、拡充等の事業をまと

めております。 

 まず、１番目の小規模企業に対する支援の

強化につきましては、先般の改正を踏まえま

して、小規模企業により特化した対策を打ち
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出したところでございます。まだ緒についた

ばかりの段階でございます。 

 本年度は、さらに充実させたものにするた

め、小規模事業者等経営力強化支援事業等の

拡充によりまして、創業や事業承継、経営力

強化を図るなどの取り組みを進めてまいりま

す。 

 次に、２番目の人材育成・確保に係る施策

の強化でございます。 

 現在、有効求人倍率が高い水準で推移して

おりますけれども、反面、中小企業にとりま

しては、人手を確保する面では極めて厳しい

状況が続いているところでございます。人材

育成、確保が大きな課題となっております。 

 このため、新規事業といたしまして、熊本

県ブライト企業推進事業など新規事業を立ち

上げまして、従業員の労働環境や処遇の向上

を図ることで、県内企業の人材確保につなが

るよう支援をしてまいります。 

 14ページをお願いいたします。 

 ３の付加価値創造力に係る施策の強化でご

ざいます。 

 中小企業が厳しい環境を生き抜くために

は、小さくてもきらりと光るような技術とか

サービスが大きな武器になります。下請体質

から脱却して、自社で付加価値を出せるよう

な企業に変革することが大きな課題となって

おります。 

 このため、リーディング企業育成支援事業

で新たに海外展開支援を加えるなど、重点化

した取り組みを実施することにしておりま

す。また、医療・福祉関連など、新たな産業

分野への進出につきましても支援をしてまい

ります。 

 その他、主な新規事業につきましては、以

下にまとめさせていただいております。 

 16ページ以降につきましては、昨年度と今

年度の取り組み一覧を取りまとめておりま

す。詳細については、こちらをごらんいただ

きたいと存じます。 

 以上で報告を終わらせていただきます。 

 

○松岡労働雇用課長 労働雇用課でございま

す。 

 同じく資料の42ページをお願いいたしま

す。 

 今年度の緊急雇用創出基金事業の取り組み

について御説明いたします。 

 上段の県事業分でございますが、今年度の

事業は、昨年度から継続しております地域人

づくり事業を実施中でございます。 

 この事業には、主に失業者向けの雇用拡大

プロセスと在職者向けの処遇改善プロセス、

２つのメニューがございます。求職者に対す

る説明会やセミナーなどを行いますこの雇用

拡大プロセス、17の事業で110人の雇用創

出、100人の就業支援を予定しております。

また、在職者に対する処遇改善プロセスにつ

いては、９事業で1,055の事業所に対して事

業を実施する予定でございます。 

 市町村事業につきましては、記載のとおり

でございますので、説明を省略させていただ

きます。 

 それと、参考として、中段から下ですが、

これまでの基金事業の実施状況を記載してお

ります。 

 これまでの積立額、合計で、右端の欄にな

りますが、222億円余、今年度までの執行見

込み額、真ん中の表ですが、218億円余とな

っております。雇用数につきましては、累計

で、雇用創出２万2,000人余り、地域人づく

り事業による就業支援者数は850人、支援対

象事業所数は2,360と見込んでおります。 

 平成20年のリーマン・ショックを契機とし

て本事業は実施されておりますが、雇用情勢

が大きく改善したことから、今年度の事業を

もって基金事業を終了することとなっており

ます。 

 労働雇用課の説明は以上でございます。 
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○磯田国際課長 資料43ページをお願いしま

す。 

 インドネシアでの知事トップセールスにつ

きまして、国際課からまとめて御報告させて

いただきます。 

 知事が、本県経済界とともに、現地観光事

業者への観光ＰＲやインドネシアと本県経済

界との交流促進などを目的に、インドネシア

のジャカルタとバリを訪問いたしました。 

 期間は、５月31日から６月４日までの５日

間で、経費は約700万円でございました。主

な参加者は、県、熊本インドネシア友好協

会、県内経済界、大学関係者などでございま

す。 

 スケジュールは、記載しておりますとおり

でございますが、主な行事につきまして、次

ページ、44ページにて写真とともに御説明さ

せていただきます。 

 最上段、インドネシアバドミントン協会会

長との意見交換会でございます。 

 県側から、本県バドミントンの歴史やスポ

ーツキャンプに際しての施設ホスピタリティ

ー等に関するプレゼンテーションを行い、イ

ンドネシアとのつながりや本県の受け入れ環

境における優位性をアピールしております。 

 ２つ目は、インドネシアの旅行会社やメデ

ィアの方々に熊本の観光の見どころを紹介す

る観光セミナーでございます。現地旅行会社

14社、現地メディア６社が参加いたしており

ます。 

 ３つ目は、現地経済界等との交流会でござ

います。 

 交流会には、県側から、経済団体や大学の

代表の方々など総勢100名で、官民上げて熊

本の魅力をＰＲしてまいっております。写真

のジャカルタでの交流会には、インドネシア

地元からも、自治体、観光・マスコミ関係者

など約100名が参加し、交流を深めてまいり

ました。 

 最後は、バリ州知事への表敬訪問でござい

ます。 

 両知事から、それぞれの地域の魅力につき

ましてプレゼンを行い、その後意見交換を行

いました。その際、バリ州知事から、両地域

が将来に向けて友好関係を深めていくことを

提案され、蒲島知事も同意したところでござ

います。 

 今後、観光などを中心に、両地域にとって

メリットとなるような交流を一歩ずつ進めて

いきたいと考えております。 

 以上、御報告申し上げます。 

 

○福島企業局次長 企業局でございます。 

 報告事項の企業局分の資料の１ページをお

願いいたします。 

 荒瀬ダム撤去に関する取り組み状況につい

て御報告いたします。 

 まず、１、平成26年度の工事の状況でござ

います。 

 中段の図をごらんください。 

 この図は、上流部から見た図になっており

ます。昨年度、26年度は、図で黒く示しまし

た①から③の部分を撤去しており、計画して

いた工事を予定どおりに完了いたしました。 

 下段の写真は、平成26年度実施いたしまし

た本体みお筋部の制御発破の施工状況です。

このような発破を昨年度は16回実施いたしま

して、みお筋部を撤去いたしております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 上段の写真は、現在の状況でございます。 

 平成27年３月に、みお筋部を開放し、ごら

んのとおりダムの上下流の流れが自然につな

がりました。 

 続きまして、２の平成27年度工事の予定で

す。 

 中段の図をごらんください。 

 今年度は、赤で示しました①管理橋を５径

間、②門柱を５基撤去する予定でございま

す。なお、③の水位低下ゲートについては、

４月に撤去済みでございます。 
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 下段の写真は、今年度工事が終わった後の

イメージ写真になっております。来年の３月

には、門柱等の撤去が終わり、このような状

況になっている予定です。 

 今後とも、引き続き安全や環境に十分配慮

して、荒瀬ダム撤去を確実に進めてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。よろしくお願いしま

す。 

 

○平井審査調整課長 審査調整課でございま

す。 

 労使紛争の申し立て状況について御報告い

たします。 

 お手元の労働委員会事務局資料１ページを

お願いします。 

 平成26年度の状況でございますが、労働組

合からの不当労働行為救済申し立て、それか

ら、労働組合と使用者との間の紛争の調整、

集団あっせんと言っております。これらにつ

きましては、該当がございませんでした。 

 また、労働者個人と使用者との間の紛争の

あっせん、個別あっせんと言っております。

これは、年度内に11件の申請がありまして、

10件を処理いたしております。そのうち４件

が解決に至っております。また、平成27年度

に繰り越した１件も解決しております。 

 次に、個別あっせん申請の内容でございま

すが、未払い賃金等に関するものが４件、解

雇問題が３件、パワハラが２件、退職と配置

転換が各１件となっております。 

 ２ページをお願いします。 

 紛争解決申し立て件数の推移でございま

す。 

 全体として、平成20年に発生しましたリー

マン・ショックの翌年から３年程度件数が多

い傾向がございましたが、景気の回復ととも

に次第に減尐に転じております。 

 また、最近の傾向として、労働組合が申し

立てる不当労働行為事件、あるいは労働組合

と使用者を対象とした集団あっせんの件数が

減尐しておりますが、これは労働組合の組織

率低下などが原因と考えられておりまして、

東京や大阪など一部の大都市圏を除き、全国

的な傾向となっております。 

 以上、労働委員会の報告事項でございま

す。よろしくお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 以上で報告の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。

質疑ありませんか。 

 

○西岡勝成委員 荒瀬ダムの撤去は随分進ん

でいるようなんですけれども、環境変化とい

うのは、何か目に見えたものがあるんでしょ

うか、数値的に。 

 

○福島企業局次長 現在、フォローアップ専

門委員会のほうで調査を行っておりますけれ

ども、具体的には、やっぱり上流部に、石に

藻がつき始めたとか、それを魚がついばんだ

跡があったりとか、あと、見えるところで

は、支流になりますけれども、百済来川あた

りで釣りをする人が出てきているみたいな形

で、植生にしろ、動物関係にしろ、環境復元

といいますか、生物の多様化が進んでいる状

態でございます。 

 

○西岡勝成委員 アユの遡上とか、そういう

のはどうなんですか。 

 

○福島企業局次長 話によりますと、先ほど

申しました釣り人はアユを釣ってたという話

でございますけれども、企業局で直接確認は

まだできておりません。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 水俣病の状況を聞かせていた

だきまして、臨水審がこれまで開催をされて
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おりますが、要は、５月末で、もう認定申請

件数が1,082件ということで、６月末はまだ

ふえているでしょうけれども、なかなか認定

審査が進んでいないと。臨水審もやられてま

すけれども、時期を見てますと、やっぱり半

年に１回ぐらいのペースですよね。 

 熊本県の認定審査会が、まだこの状況を見

きわめているんですか。もうそろそろやっぱ

り県としてもやっていかなければ、もうずっ

と認定申請者の滞留がふえていくばかりです

から、その辺の見きわめはいかがでしょう

か。 

 

○藤本水俣病審査課長 まさに私先ほど説明

しましたとおり、臨水審の状況とそれから国

の不服審査会の裁決の状況を見きわめた上で

ということ、冒頭部長も申し上げたとおりで

ございますけれども、臨水審のほうは、今鎌

田委員のほうからお話がありましたように、

これまで４回開催されているうち３回の審査

がありまして、23件の審査が一応積み上がっ

ております。 

 ただ、一方、国の不服審査会のほうが、一

昨年の10月以降、まだ新たな裁決が出ており

ませんで、冒頭申し上げました２つのことを

見きわめた上でという状況でございますの

で、まだまだちょっと再開というところまで

には至ってないという状況であります。とい

うところが現状でございます。 

 

○鎌田聡委員 現状はそういうことでしょう

けれども、国の臨水審に求めているのが31件

で、23件ということで、３分の２以上は大体

もう終わっている状況なんですね。臨水審の

状況というのは、大体もう見きわめができて

いると思ってますし、あと、不服審査会の状

況がわからないということがありますけれど

も、やっぱり県は県としての責任があるわけ

でありますから、早くどこかの時点で認定審

査会を再開しなければ、どんどん県の不作為

が問われますから、現段階ではもう尐しとい

うことでありますけれども、一日も早く再開

していただいて、ぜひ待ってらっしゃる方の

救済を急いでいただきたいと思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 

○藤本水俣病審査課長 ありがとうございま

す。 

 全く県もそのような認識でおります。とい

うことでありまして、いつでも再開できるよ

うに、審査の前提となる疫学調査ですとか検

診、これはなかなか時間かかりますけれど

も、着実に進めるよう努力しております。審

査に備えて今頑張っているところでございま

す。 

 

○鎌田聡委員 その備えての疫学調査と検診

が、今どのくらい終わっている、1,000何件

のどのくらい終わっているんでしょうか。 

 

○藤本水俣病審査課長 疫学調査につきまし

ては、昨年ですけれども、約160件程度の調

査は終わっております。トータルでいきます

と、もう尐し数が多うございますけれども、

疫学調査のほうも、なかなか、認定申請者の

方々から１時間から２時間程度お話を聞くよ

うな状況でして、御負担もおかけしますの

で、相手とのアポイントをとりながら、一件

一件やっているところでございますけれど

も、できるだけ積み上げられるように頑張っ

ているところでございます。 

 それから、検診のほうも、ちょっと細かく

申し上げますと、検診には、耳鼻科と眼科の

機械の検査と、それからエックス線と尿検

査、それから耳鼻科と眼科と神経内科の医師

の診察をしなければなりません。これを全部

していただくだけでも、かなり認定申請者の

方には御負担をかけるわけですけれども、そ

れを一個ずつまたアポイントをとって入れて

いく作業もございますので、なかなか一件一
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件進むのが難しい状況ではありますけれど

も、昨年度は、トータルで全て終わった方が

70件程度はいる状況でございます。 

 今、それをどんどん積み上げるように、努

力しているところでございまして、さらに頑

張っていきたいというふうに思っておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 大体１年で、この検診は70件

ぐらいがもうアッパーなんですか、今の状況

で。 

 

○藤本水俣病審査課長 現状が、認定審査が

とまっている状態でもございますので、なか

なか申請者の方々に今の状況を説明して積極

的に受けていただけない場合もございまし

て、今がアッパーかと言われると、そうじゃ

ないというふうに思っておりまして、認定審

査会が開いた暁には、さらに計画を立てて、

検診、疫学調査の数は伸ばしていきたいとい

うふうに思っております。 

 

○鎌田聡委員 なかなか体制つくるのも大変

だと思うんですよね。ですから、そういう意

味からも、やっぱり認定審査会を尐しでも前

に動かすようなところを見せて対応していか

ないと、やっぱり1,080何件の方々の全て検

診とか疫学調査をやっていくのも、これも時

間がかかる作業ですから、ぜひそういった意

味での対応も急いでいただきたいということ

でお願いしたいと思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 それと、もう一点いいです

か。どうも済みません。 

 水俣湾の埋立地の環境調査の結果というこ

とで、10ページ、11ページで御報告いただき

ましたが、これは、状況的には暫定規制値を

超えてなかったということでありましたけれ

ども、６月28日の熊日新聞では、水俣湾の規

制値、カサゴが規制値２倍を超えていたとい

う環境省の調査が明らかになって、健康には

影響はないということでありましたけれど

も、これとこの県の調査との違いというのは

何なんでしょうか。 

 

○川越環境保全課長 魚類の水銀値の判断に

つきましては、国が定めた検査方法というの

がございまして、その検査方法によります

と、基本的にカサゴ10匹以上を１検体といた

しまして、その１検体を10検体つくるという

ような形で分析をして、その平均値をとると

いうことになっております。 

 新聞に載っておりました国水研の発表につ

きましては、湾内、湾外ともに80数匹だとい

うふうに記載してあったかと思いますけれど

も、そういう形での調査ではないといいます

か、比較が国が定めた方法とサンプリングの

方法が違うというような形で分析をしてある

というふうに感じております。 

 我々県のほうといたしましては、県は公定

法に基づきまして適正な調査をしており、県

の結果は、ここに書いておりますように、カ

サゴの総水銀で0.29、ササノハベラで0.20と

いう結果であったということでございます。 

 

○鎌田聡委員 サンプリングが違えば、やっ

ぱり違ってくるんですよね。実際、国水研の

やり方では、0.4の２倍を超すカサゴが確認

されたと、これも事実なんですよね。 

 

○川越環境保全課長 その結果は、そのうち

の１匹がそういう数値が出たというふうに理

解しております。あくまでも、判断をする際

には、国が定めた方法に基づいた平均値とい

うことで、我々のほう判断しておりますの

で、その１匹が出たからといって全てが出る

ということではないと理解しております。 
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○鎌田聡委員 出たのは事実でありますか

ら、なぜなのかということは、やっぱりぜひ

これは調べていただきたいと思いますけれど

も、国と県とサンプリングのやり方が違うか

ら出たということで、いずれにしろ健康に影

響ないということはコメント書いてあります

けれども、それはそれとして受けとめたいん

ですけれども、やっぱりそういった事実は事

実として出てますから、尐し問題意識を国も

県も持っていっていただいたほうがいいんじ

ゃないかなと思いますけれども、追跡調査、

県は県として多分されないとは思いますけれ

ども、尐しそういった問題認識だけは持っと

っていただきたいなと思いますけれども、い

かがですかね。 

 

○川越環境保全課長 カサゴも、ものによっ

ては、そういうふうに高く出るというやつが

あるというのは重々承知しております。あく

までも平均値という形で整理を県はしておる

というところでございますので、その辺個体

差によるものというふうには理解しておると

ころでございます。 

 

○鎌田聡委員 はい、わかりました。 

 

○田代国広委員長 ほかにその他で何かござ

いませんか。 

 

○鎌田聡委員 済みません。これもちょっと

お尋ねですけれども、以前ちょっと確認もさ

せていただきましたけれども、沖縄の辺野古

に土砂を天草のほうから持っていくというこ

とでありまして、お伺いしたら、廃土という

ことで、それだから県として、そこに対して

何か待ったをかけるとか、それができないと

いうお話でありましたけれども、実際のとこ

ろ、もう掘った後の廃土なのかどうかという

確認をちょっともう一回させて……。 

 

○古森産業支援課長 鎌田委員からの御質問

でございますが、新聞に掲載されておりまし

た天草の御所浦の廃土につきましては、私ど

ものほうでも現地を確認させていただきまし

た。それにつきましては、採石を行った後に

出た廃土として堆積されているという現地確

認はしております。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 ある方が見にいったら、ちょ

っと300万トンはないんじゃないかなと、積

んであるのがですね。そういった話もありま

すけれども、それはもう間違いなく廃土とい

うことで確認してよろしいですか。 

 

○古森産業支援課長 これにつきましては、

離島でございますので、岩石を採取した後の

廃土を外に出すことがずっとできない状況

で、非常に大量に積んでおります。ですか

ら、余りに大量ですので、これが災害上問題

がないような形にということで、ベンチカッ

トにして積んでありますので、もしかしまし

たら、一般の方から見ますと、それが廃土で

はなく、まだ今から切る切り羽の状況のよう

に見られたかもしれません。それにつきまし

ては、私どもも現地を確認しまして、業者に

もお尋ねしまして、数字的にミリミリ正確と

いうわけではありませんが、うちの内部でも

確認しましたが、大体その程度の量が廃土と

して積んであるというふうに考えておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 わかりました。 

  

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、要望書が３件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして、第２回経済
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環境常任委員会を閉会します。 

 お疲れさまでした。 

  午後２時40分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  経済環境常任委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


